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「秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖」「秋田県由利本荘市沖（北側・南側）」「千葉県銚子市沖」 

海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域における洋上風力発電事業の公募に関する質問への回答 
※１ ご提出いただいた質問については、本公募占用指針に基づいて公募占用計画を提出するにあたって質問がある場合に受け付けることとしているため、 本公募に関係のない質問や本公募占用

指針の内容の修正を求める意見については掲載しておりません 

※２ 国による調査によって得られた情報の提供に関する質問については、守秘義務対象情報であるため回答できません。別途、守秘義務対象情報の申請者を経由し、個別にお問い合わせくださ

い。 

 

＜区域共通＞ 

番号 該当箇所 質問 回答 

1 公募占用指針 第 2章（1） 

公募占用指針の FIT 期間に、FIT 認定を受けた一部の電力に就いて、電力需給契約者

以外の事業者に対して相対の契約を結び売電することが可能かどうかを御教示いた

だきたい。 

ご記載の「電力需給契約者以外の事業者」がどの事業者を指すか明ら

かではありませんが、FIT 制度上、買取義務者は当該認定設備が所在

するエリアを管轄する送配電事業者と定められているため、当該送配

電事業者以外に対して FIT 電気を売電することはできません。 

2 公募占用指針 第 2章（3） 

パブリックコメント No.18 の回答において「なお、著しく低い供給価格を提示され、

事業の実施能力のない事業者が選定されないよう、事業者選定プロセスにおいては

事業実施能力をしっかりと評価いたします。 」との回答となっているが、具体的に

「著しく低い」供給価格のレベル感があればご教示願う。また、供給価格にかかわ

る「事業実施能力をしっかりと評価いたします」についても、具体的にどの点が重

要視されるのかご教示願う。 

例えば、記載された供給価格では、事業にかかる費用を考慮した場合

に、利益を出すことが困難であると判断できる場合が想定されます。 
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3 公募占用指針 第 2章（3） 

2020 年 11 月 27 日の公募占用指針案へのパブコメ回答 547 番によると「FIT 適用期

間前の売電はできないと認識しているがよいか。調達価格以外での売電は FIT 期間

20 年後以降に限られるという認識でよいか。」との質問に対して、「ご理解のとおり

です。」という回答がなされて、試運転期間の売電ができないような回答になってい

る。陸上風力の場合は試運転期間（通常数か月）に発電した電気を FIT 外で 7円/kwh

等で新電力に購入してもらい、事業採算性を向上させている。法律上売電できない

という規制は無く、実務上も陸上風力で行われている試運転期間の売電を洋上に限

ってできないとする根拠は何か。規制する根拠が無ければ無用な規制はかけないで

頂きたい。民間事業者は国民負担を減らすべく、事業採算性を上げて、FIT 買取価格

を安く提案できるよう努力しているので、水を差さないで頂きたい。 

FIT 法第 3 条第５項において、調達期間の起算点は「再生可能エネル

ギー発電設備による再生可能エネルギー電気の供給の開始の時」と規

定されており、調達価格等算定委員会の「平成２４年度調達価格及び

調達期間に関する意見」において、同規定を前提に「法定耐用年数を

基礎」として調達期間を定めることを決定しております。 

また、減価償却資産の耐用年数等に関する省令に規定される「法定耐

用年数」は、資産の使用開始時から、その本来の用途、用法により通

常予定される効果をあげることができる年数として定められている

ものであることを踏まえれば、「再エネ発電設備による再エネ電気の

供給の開始の時」とは「当該設備の使用開始時」と解されることから、

調達期間は、当該設備の使用開始時から起算して調達期間が経過する

時点までとなることが原則となります。 

他方で、運転開始前に試運転を行うケースがある場合は、こうした試

運転期間については収益を得ていないという前提の下、「試運転が終

わり商用運転が開始された時点」を、「当該設備の使用の開始時期」と

して、調達期間の起算点とすることを認めています。 

以上の観点から、2020 年 11 月 27日の公募占用指針案へのパブコメ回

答 547 番において「FIT 適用期間前の売電はできないと認識している

がよいか。調達価格以外での売電は FIT 期間 20 年後以降に限られる

という認識でよいか。」との質問に対して、「ご理解のとおりです。」と

回答したものです。 

4 公募占用指針 第 2章（3） 

調達期間外の事業として、運転開始期限日以前の試運転による売電に就いて、パブ

リックコメントでは『想定していない』との回答を頂いているが、相対取引不可と

の理解で良いか。他方、太陽光及び陸上風力に於いては、FIT-in 前の試運転で発生

した電気は旧一電（新電力等）に売電している実績が見受けられます。 

※飽く迄も民間対民間の相対取引と整理致します。 

同上 

5 公募占用指針 第 2章（3） 

2020 年 11 月 27 日の公募占用指針案へのパブコメ回答 16 番によると「一般送配電

事業者の系統増強工事の遅れにより、運転開始日が運転開始期限日を経過した場合

でも、調達期間は短縮されるのでしょうか。」という問いに対して、「一般送配電事

業者の系統増強工事の遅れによる運転開始の遅延については、事業を実施する上で

事業者が管理すべきリスクであると考えます。」という回答がなされている。事業者

が当該リスクを管理しようとして、一般送配電事業との工事契約の中で、一般送配

電事業者の工事遅延の場合に一般送配電事業者が遅延損害金を支払うよう要請して

も、一般送配電事業者は遅延損害金の規定を工事契約に入れることを拒否している。

これでは事業者はリスクを管理できない。経産省から一般送配電事業者に民間契約

には通常入る遅延損害金規定を工事契約に入れるように指導して頂くことはできな

いか。できないとするともはや事業者が「管理すべきリスク」とはならず、運転開始

期限を短縮しない扱いとしてもらわないと、管理のしようがないリスクが事業者に

残る。管理しようがないリスクを事業者が取ることになると、運転開始期限をマッ

クスの 8 年とせざるを得ず、早期の運転開始日を提案することができない。ひいて

は調達価格を下げる提案ができず、国民負担が増えてしまうので善処を求めたい。 

事業者間の契約内容については回答を控えさせていただきます。 
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6 公募占用指針 第 2章（3） 

「確保されている系統容量が複数の系統契約によるものである場合は、系統契約毎

に「事業の実施時期（運転開始予定日）」を設定、記載することは可能」との点につ

いて、FIT 認定についても、系統契約毎に申請、認定を取得（発電設備 ID も系統契

約毎に取得）し、各々20 年間の FIT 適用が可能、との認識で間違いないか。 

ご認識のとおりです。 

7 公募占用指針 第 2章（3） 

仮に特定契約及び接続契約を締結する電力会社が法的倒産に至り、当該契約が解除

されるに至った場合であったとしても、調達価格及び調達期間は変更されず、他の

電力会社との間で再締結が可能であるとの理解で宜しいでしょうか。 

特定契約及び接続契約の締結先である一般送配電事業者が、業務の休

廃止を行うためには経済産業大臣の許可が必要とされており、ご指摘

のような状況は想定しておりません。なお、FIT 制度においては特定

契約の相手方である買取義務者や接続契約の相手方である一般送配

電事業者の事情により、認定事業者の調達価格及び調達期間が変更さ

れることはありません。 

8 公募占用指針 第 2章（3） 
系統契約毎に運転開始予定日の設定が可能となるが、使用前自主検査も系統契約毎

に可能という理解で良いか。 

使用前自主検査の実施に関しては工事計画を届け出る産業保安監督

部に御相談ください。 

9 公募占用指針 第 2章（3） 
港湾の使用時期が他事業者と重複した際の「事業者と国との間で必要な協議」につ

いて、想定している協議事項や協議期間があれば伺いたい。 

港湾の使用時期の変更、使用港湾の変更等が可能かどうか確認し、そ

の場合の公募占用計画の変更内容について協議させていただくこと

を考えております。協議期間は協議の状況によって変わります。 

10 公募占用指針 第 2章（3） 

港湾の使用時期が他事業者と重複した際の「事業者と国との間で必要な協議」にお

いて、運転開始予定日のやむを得ない後ろ倒しに伴い、その時点において、より経

済性や信頼性の高い風車機種への変更や使用船舶及びこれを所有する協力企業等の

変更は認められるのか。 

運転開始日のやむを得ない後ろ倒しに関わらず、第９章（５）に記載

の基準を満たす場合には公募占用計画の変更が認められます。 

11 公募占用指針 第 2章（3） 
港湾の重複があり運転開始期限日の延長が認められた場合、再エネ特措法の 8 年ル

ールに伴う期限日も延長されることになるのか。 
ご理解のとおりです。 

12 公募占用指針 第 2章（4） 

パブコメ No.63 で「占用開始は、洋上設備の工事が開始する時点」との記載がある。

一方、パブコメ No.294 では、「工事開始前に占用許可を得た時点で、‥‥占用料は

発生する」との見解が示されている。 

一般的に、「占用許可を得て占用料の支払いを開始した時点」の後に、「洋上設備の

工事が開始する時点」となる（若しくは、両者同時点）と理解するが、洋上設備工事

開始前であっても条件を満たし許可を受けた時点で占用開始との理解で相違ない

か。 

工事着手時から占用を開始する必要がありますが、占用の許可がなさ

れた日から占用を開始する必要はなく、別途占用開始日を設定するこ

とが可能です。 

占用料の支払いは占用開始日から発生します。 

13 公募占用指針 第 2章（4） 

パブコメ No.63 で「占用開始は、洋上設備の工事が開始する時点」とあるが、何を

以て洋上設備の工事の開始となるのか。また、公募占用指針にある「海洋における

建設工事着手日」も同様に、その定義は何か。 

海洋再生可能エネルギー発電設備の基礎・ケーブル等の部材を、設置

する工事を占用区域内で開始するとき、すなわち「洋上設備の工事が

開始する時点」が「海洋における建設工事着手日」となります。 

14 公募占用指針 第 2章（4） 

系統側の工事スケジュールによっては、選定事業者による洋上の工事開始が公募占

用計画の認定から 6 年を超過する可能性がある（系統側の工事に合わせて洋上工事

計画を設計することが、効率的・効果的観点から必須である）。このように系統側制

約に拠る場合、占用開始期限「原則 6年」を延長頂くことは可能か。 

やむを得ない事情かどうか等、経緯を確認させていただき、その内容

により判断させていただきます。 
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15 公募占用指針 第 2章（5） 

パブリックコメント No.79 の回答に置いて「撤去費用の額を精査した結果、当初の

公募占用経計画に記載した額を超えることもありえます。その場合でも撤去費用は

設置者たる選定事業者が負担するものとなります。」との回答となっているが、それ

を踏まえて 70％を超える部分について事業者がリザーブを積むことについては妨げ

られないという理解で良いか。 

ご理解のとおりです。 

16 公募占用指針 第 2章（5） 

パブリックコメント No. 159 において陸上設備の撤去費用の確保方法は審査対象外

との回答だが、事業性を判断する上ではコストには含めるべきと考える。当該費用

も事業計画に含めることで問題無いか。 

問題ありません。 

17 公募占用指針 第 2章（5） 

パブリックコメント No.169 において「口座開設先は問いませんが、公募占用指針に

記載した目的が達成できるよう、必要に応じて質権の設定が必要となる場合もあり

ます。」との回答だが、質権設定が必要となる場合を具体的にご教示願う。 

事業者が経営破綻した場合などにおいて、撤去費用積立口座につき、

国が確実に、全額を引き出せることになっていれば、手法は問いませ

ん。当該手法には、質権設定が必要となる場合も含まれるものと考え

ております。 

18 公募占用指針 第 2章（5） 
パブリックコメント No.545「FIT 認定の申請に当たって必要な要件については整理

の上、公表することといたします。 」と回答されているが、公表先をご教示願う。 
資源エネルギー庁の HP において公表することを予定しております。 

19 公募占用指針 第 2章（5） 

パブリックコメント No.95 では「撤去に関しては、技術面を含め評価の対象とはな

りません。」、また No.313 では「撤去方法については一部残置を前提とするか、全て

撤去するかのみ記入ください」と回答されているが、これはつまり、様式 3-1-11（別

紙 9）には「公募占用指針第２章（５）3)「撤去に関する事項」を踏まえて、撤去方

法の概要、撤去方法の詳細、想定される撤去費用の額及び算出根拠、撤去費用の確

保に関する方法等について記載すること。」と記載されているものの、撤去方法の技

術面に関する説明を記載する必要はなく、一部残置を前提とするか、全て撤去する

かのみ記載すればいいのかご教示願いたい。 

ご理解のとおりです。なお、LOIの添付は必要となります。 

20 公募占用指針 第 2章（5） 

本項に関するパブコメ No.168（区域共通）では、LOI の保証額が（海洋施工費の 70%

と）指定されています。運転開始日に（見直しをしない限り）先の額の保証状を差し

入れる義務があることは理解しておりますが、応札時に金融機関から取り付ける、

撤去保証に関する LOI には、保証額の記載は不要との理解でよろしいでしょうか。

応札時に求められる、プロジェクトファイナンスレンダー候補からの LOI 取付にお

いても LOI への金額記載は求められていないため、撤去保証に関する LOI に関して

も上記のご意図かと思いますが、パブコメ No.168 のご回答では LOI に記載する金額

を国が指定しているとも読み取れますのでお尋ねしています。 

撤去保証に関する LOI には、保証額の記載は不要です。 

21 公募占用指針 第 2章（5） 

公募占用計画には陸上変電所等海洋再生可能エネルギー発電設備以外の設備の撤去

費用や撤去計画については一切記載する必要なく、記載した場合としていない場合

において評価に差は出ないと理解しているが齟齬ないか。 

海洋再生可能エネルギー発電設備以外の施設の撤去費用については、

収支計画（場合によっては地域・国内への経済波及）の中で評価の対

象となります。 

22 公募占用指針 第 2章（5） 

公募段階では撤去費用は海洋における施工費の 70％とする、との記載あるが、70％

以上でなればならないという意図でないことを念のため確認したい。詳細な検討或

いは実際に作業を行った結果、例えば 60％となった場合でも、撤去が完了出来れば

問題ないという理解で良いか？保証状の額として 70％との点は理解しております。 

撤去費用は、海洋における施工費の 70％として記載してください。 
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23 公募占用指針 第 2章（5） 

パブコメ No.145 番の質問「撤去方法及び撤去費用を見直すことの承認を得るために

は、如何なるプロセスで申請すればよいのか」に対し、「環境大臣の許可及び公募占

用計画の変更手続きが必要となります」と回答されている。 

一方、指針では選定事業者は海洋における建設工事着手日までに撤去方法及び撤去

費用の詳細な検討を行い、占用計画の変更することが求められている。 

環境大臣の許可が必要となるのは撤去工事着手までであり、建設工事着手日までの

占用計画変更の段階では不要との理解でよいか。 

建設工事着手日までに撤去方法および撤去費用の詳細な検討を行い、

公募占用計画の変更をすることが必要です。 

24 公募占用指針 第 2章（5） 

パブリックコメント No. 83 では、「～基礎工事費、風車工事費、ケーブル工事費、

洋上変電所工事費及びその他施工費とされており、本公募段階における撤去費用の

算出における「海洋における施工費」もこれと同様といたします。なお陸上に設置

する変電施設や送電線の施工費、施工に要する資材購入費用は「海洋における施工

費」に含めません」と回答されているが、海洋における施工費の範囲には海洋に設

置する発電設備の施工に要する資材購入費用は含めないという理解で宜しいでしょ

うか。陸上に設置する設備等の施工費及び施工に要する資材購入費用を海洋におけ

る施工費に含めないとあるが、あくまで陸上に設置する設備等の施工に要する資材

購入費用のみを対象としているように読み取れるため、念のため明確に示していた

だきたく。 

ご理解のとおり、本公募段階における撤去費用の算出における「海洋

における施工費」には、海洋における施工に要する資材購入費用は含

めないこととしております。 

25 公募占用指針 第 2章（5） 

「なお、保証状は、～中略～撤去が完全に実施されたことが確認された後に返還す

る」との部分について、以下 2点を確認したい。 

⚫デコミッショニング LC について、撤去費用の支払日に間に合う時期の返還を可能

としていただくことは可能か。質問の背景としては、保証状の返還手続きには相応

の時間を要すことが想定され、さりとて撤去業者への支払時期を後送りにすること

も難しく、事業者が過度なエクスポージャーを持つことも回避したいことがありま

す。 

⚫撤去工事自体が大規模な工事となり、工事実施者への費用支払が複数回に亘る場

合が想定される。部分的な撤去が確認された場合には、当該撤去済み範囲に相当す

るデコミッショニング LC 乃至は積立金を引き出して支払いに充当することは可能

か（例えば工事期間が２ヵ年として、１年目で１／２相当数の風車および付随設備

を撤去完了した場合、１年目の工事費支払時に全体の１／２の額を引き出すなど）。 

●１点目について 

 通常、撤去工事が完了した後に支払日が到来するものと考えられま

すが、第 2章(5)3)ⅳ)による報告を受け、国土交通大臣が撤去の確認

をできれば、保証状は速やかに返還します。 

●２点目について 

 撤去費用を積み立てしいる場合は、当該積立てを撤去費用の支払い

に充当することは可能です。 

26 公募占用指針 第 3章（1） 

使用する港湾施設の面積は建設工事期間、維持管理期間、撤去工事期間でそれぞれ

異なることが想定されますが、本公募における港湾施設の貸付料は、通常の港湾施

設の使用料のように使用する港湾施設の面積に応じたものではなく、他の風力発電

事業者の出力量比率での按分に応じた額となるとの理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

27 公募占用指針 第 3章（1） 

海底深さの問題で海洋工事に要する作業船が港湾に入れないような一般港が一部存

在するが、海底を削る等の工事を事業者側で請け負うことで、そのような一般港を

本公募案件に使用できるように改造することは可能という理解で宜しかったでしょ

うか。また、その場合、当該一般港の現時点での利用可否を示すことは難しいため、

事業者と港湾管理者間で調整した工事計画、又は関心表明書を提出する形でも問題

ないかご教示願いたい。 

航路や泊地の水深が不足する場合に事業者の負担で浚渫工事を行う

ことが可能かという趣旨の質問であれば、各港湾管理者の許可を得れ

ば可能です。なお、港湾計画の変更手続き等が必要となる場合も想定

されますので、時間的余裕をもって港湾管理者へ相談ください。この

場合においても、浚渫等の工事が行われることを前提に、利用可否に

ついて港湾管理者の確認をとってください。 
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28 公募占用指針 第 3章（1） 

「港湾法に基づく海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾については、設置及

び維持管理での利用を想定」とあるが、基地港湾の利用に係る以下 2 点について確

認したい。 

⚫本事業の維持管理に伴う大規模修繕工事（SEP 船による拠点港利用をイメージ）

と、他の洋上風力発電事業を含む他事業の建設工事の時期が重複した場合は、どち

らが優先されるのか。 

⚫前述のケースで他事業の建設工事が優先され、本事業の維持管理に伴う大規模修

繕工事が制約を受けた場合（実質拠点港が維持管理に利用できなかった場合）、当該

期間の賃貸借料は免除いただけるのか。 

事前に独占排他的な使用の期間として確保している者がいる場合は

当該事業者が使用します。重複時の扱いは海洋再生可能エネルギー発

電設備等取扱埠頭賃貸借契約書（案）第 8条に記載のとおりです。そ

の他同契約書（案）をご覧ください。 

29 公募占用指針 第 3章（2） 

国が行った調査結果と独自のデータ内容に大幅な乖離がある場合において、独自デ

ータを使用して公募占用計画を策定した場合、データの信頼度が低いと見做され評

価が低くなることはあるか。 

国が行った調査結果に基づき、明らかに現実的でない事業計画につい

ては、低く評価されることがあります。 

30 公募占用指針 第 3章（2） 

系統提供事業者が有する「㋐本件契約上の地位等に付随する事業資産等」について

は、パブコメ No.510 回答の通り自営線に関する借地契約等も承継される点は理解し

た。公募占用指針第 3章（2）に基づき、情報提供されている「承継する系統容量に

付随する事業資産等の情報」は全て開示済みであり、今後その「事業資産等」が追加

されることはないとの理解で良いか。 

系統提供事業者から提供を受けた系統に係る契約等の情報に関する

提供情報について、現時点で追加の情報提供の予定はございません。 

なお、系統提供事業者が有する事業用資産等の承継については、公募

占用指針第９章（４）２）及び別添５．のとおり、系統提供事業者と

選定事業者間で承継の要否やその条件を誠実に協議・交渉いただくも

のです。 

31 公募占用指針 第 3章（2） 

系統に係る接続契約について、未払分の工事費負担金等がある場合は、その支払ス

ケジュール（支出想定時期）についても開示情報に含まれるとの理解で良いか。含

まれていない場合は、公募で求められている適切な資金調達及び精緻な収支計画策

定の上で必要情報となるため開示頂きたい。 

支払いスケジュールについては開示情報には含まれていません。 

32 公募占用指針 第 5章（1） 

パブリックコメント No.214 でも質問がなされていた内容ですが、為念、確認させて

ください。本項記載の内容に基づくと、コンソーシアムではなく SPC が公募参加者

となる場合は、SPC の構成員は外国企業（国内に本店又は主たる事務所を有しない

法人）でも可との理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

33 公募占用指針 第 5章（1） 

「SPC の議決権を有する企業の実績等についても公募占用計画の評価の対象となる」

とあるが、議決権を有する企業が複数いる場合、本事業における役割や実績という

点で、議決権の割合が評価においてどの程度評価されるのか。 

本事業におけるどの役割をどの事業者が担うのか、明示してくださ

い。当該役割を担う事業者として記載された事業者の実績を評価する

こととし、複数の実績がある場合は最も評価が低い実績が評価対象と

なります。 
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34 公募占用指針 第 5章（1） 

SPC により公募へ参加する予定ですが、最終親会社（＝洋上風力の経験や知見のある

従業員、資金力を有する会社）が、その 100%子会社である中間持株会社を経由して

SPC へ出資している場合、代表企業は中間持株会社となるでしょうか。事実上の意思

決定権を有している最終親会社を代表企業とすることはできないのでしょうか。 

また、当該中間持株会社が最終親会社へ委任状を発行すれば、最終親会社が公募手

続きを行うことが許容されますでしょうか。さらにこの場合、他の SPC 構成員は、

①当該中間持株会社、②最終親会社のいずれ宛てに委任状を発行すべきかご教示い

ただけませんでしょうか。 

前段において、SPC で公募に参加する場合、代表企業は構成員から選

んでいただくことなります。 

後段について、委任状を発行する場合は代理人宛てに発行して下さ

い。 

35 公募占用指針 第 5章（3） 

第１次保証金の額には、消費税及び地方消費税の額に相当する額を加える必要はな

いとの理解でよろしいでしょうか。また、第２次保証金および第３次保証金につい

ても同様の理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

36 公募占用指針 第 5章（3） 

一括・北側・南側を同時に応札する場合の第一次保証金額についての質問です。例

えば一括と北側の両方に応札する場合、第一次保証金は各々について差入が必要な

のでしょうか。それとも、一括の方について保証金を差し入れれば北側については

保証金が不要となるのでしょうか。 

一括の申請について保証金を差し入れている場合は、北側の申請につ

いては保証金は不要です。 

37 公募占用指針 第 5章（3） 

「現金納付と保証状を併用することも可」との説明である一方で、様式集 42 ページ

の様式 3-2-5 の納付の方法欄には「※下記の何れかを選択し記載してください」と

記載されている。仮に現金納付と保証状を併用する場合は、様式 3-2-5 の納付の方

法欄の※とは異なるものの、両方を選択して 1 枚の様式で提出したいと考えるが差

し支えないか。 

差し支えありません。なお、その場合、※の記載は削除していただい

て構いません。 

38 公募占用指針 第 5章（3） 

本洋上風力発電事業等に関する令和 2 年 11 月 27 日付「ご意見の内容及びご意見に

対する考え方（区域共通）」（以下「本パブコメ」）No.256 において、「SPC を被保証

人、SPC 構成員を発行依頼者とする保証状を提出することは可能です。」とご回答頂

いています。この点に関し、例えば SPC の株主３社が、持ち株比率に応じて保証状

を個別に提出し、総額が必要額を上回るようにする方法のように、複数の株主が株

式保有割合に応じて一定の金額に関する保証状をそれぞれ提出する方法が、第 1 次

保証金の納付方法として問題ないことを確認させて頂ければ幸いです。 

被保証人の SPC の構成員を発行依頼者とする複数の保証状の合計額

が、保証に必要な額であれば問題ございません。 
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39 公募占用指針 第 5章（3） 

応札時等に差し入れる保証状の枚数についての質問です。SPC を公募の応募者とす

る場合、パブコメ（区域共通）No.256 では、SPC を被保証人、SPC 構成員を発行依頼

者とすることが認められています。SPC 構成員は複数人いることから、応札時に差し

入れる銀行保証状は複数枚に分かれていても、その合計額が、公募上要求されてい

る金額であれば問題ないことを確認させていただけませんでしょうか。保証状を発

行する際、実際には SPC 構成員やさらにその親会社が保証状発行銀行に対して裏保

証を差し入れるのが通例ですが、構成員ごとに取引先銀行が異なることが質問の背

景です。コンソーシアムで応札する場合については、公募占用指針 P25 に「コンソ

ーシアムの形態で公募に参加する場合、各構成員を被保証人とする保証状の合計額

が、上記①の額であれば足りる。また、その際には、各保証が連帯保証である必要は

ない。」と記載があり、複数枚の提出が認められています。SPC で応札する場合にお

いても同様の取り扱いでよいことを念のためお伺いしている次第です。 

同上 

40 公募占用指針 第 5章（3） 

「コンソーシアムの形態で公募に参加する場合」は「保証状の合計額」が必要な金

額であれば良い、との記載がございますが、SPC の形態で公募に参加する場合も同様

の扱いである（複数の保証状の合計額で可）か、確認させて頂けますと幸いです。 

同上 

41 公募占用指針 第 5章（3） 

「保管金提出書を提出する前に、事務手続について余裕をもって国土交通省の担当

部局に相談すること。」とのことだが、同項に記載されている手続きには何日程度か

かることを想定されているか。  

具体的な手続きは、当局からお渡しする保管金払込書及び保管金領収

証書をもって、日本銀行代理店（みずほ銀行虎ノ門支店）で保管金を

払い込んで頂く必要があります。保管金払込書及び保管金領収証書の

発行には、多くの時間を要しませんが、公募占用計画提出予定日の２

週間ほど前にご相談頂ければと考えております。 

42 公募占用指針 第 5章（3） 

第２次保証金として支払う額であった保証金が、系統工事のための保証金等との相

殺により実質 0円であったとしても、「支払うべき第 2次保証金」を全額第３次保証

金から控除するという考え方でよいか 

ご理解のとおりです。 

43 公募占用指針 第 5章（3） 

「なお本公募に係る系統工事の実施の為の保証金等を一般送配電事業者に提供して

いる場合には、以下を条件に、上記の額から当該系統工事の実施の為の保証金等の

額を減じて得た額を第２次保証金の額とする」とされているが、保証金等の額は支

払済金額（税込）を減じてよいとの理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

44 公募占用指針 第 5章（3） 

「保証金納付後の納付形式の変更は、金融機関の発行する保証状を提出する方法か

ら現金納付による方法へ変更する場合のみ認められる。」とあるが、第 1次保証金を

現金で納付し、第 2 次保証金と第一次保証金との差額分の金融機関の発行する保証

状を提出することは可能であると考えて宜しいでしょうか？ 

ご理解のとおりです。 

45 公募占用指針 第 6章（2） 

パブリックコメント No.315 では、「関係行政機関の長等との調整の実績に関し、「本

プロジェクトに関する調整実績」と「過去の調整実績」をどのように評価するかに

ついては、本公募に係る事業に照らし、どれほど親和性が高いか等の観点から評価

される」とあるが、親和性とは具体的のどのようなものを指すか。例えば調整期間、

同様の関係行政機関、調整内容等という理解で相違ないか。 

どのような事業の調整を行ったのか等について、本公募事業との親和

性が高いか等の観点から評価します。 
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46 公募占用指針 第 6章（2） 

パブリックコメント No.352 には「御記載は、「国内に工場等がどの程度つくられ、

どの程度投資が促進するか」に関する御指摘と理解するが、学識経験者等の意見を

踏まえる必要がありますが、当該事業者による事業が上記の観点にどの程度結びつ

くかという観点などが評価されうる」とあるが、これは工場の国内誘致が確定して

いなくても、誘致の見込み等をもとに波及効果を算出してもよいと認識で相違ない

か。 

御提案の内容の場合、当該見込みの根拠やその確からしさなどを確認

しながら、学識経験者等の意見を踏まえ評価することとなると考えま

す。 

47 公募占用指針 第 6章（2） 
資金計画、収支計画、事業計画は、何れも「事業者として選定された日」を起算日と

して（運転開始日ではなく）作成するという理解で良いか、ご教示願う。 

資金計画、収支計画、事業計画は事業者として選定された日を起算日

として作成ください。 

48 公募占用指針 第 6章（2） 

「それ以外の協力企業については、評価対象とすることを希望する者など、必要に

応じて記載することとする。」とありますが、元請契約を予定している協力企業であ

ることと、協力企業から再委託を請ける企業であることの間に評価上の差はないと

いう理解でよろしいでしょうか。例えば、建設に関する事業実施の実績の評価にお

いて、元請企業の実績が、元請であることを理由に、一次下請企業の実績よりも高

く評価されることはないという理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

49 公募占用指針 第 6章（2） 

「公募占用計画に必ず記載する協力企業の範囲は元請契約を予定している者とし、

それ以外の協力企業については、評価対象とすることを希望する者など、必要に応

じて記載することとする。」とありますが、五島市沖の公募占用指針質問回答 No.52

にて「元請契約を予定している者の下請けを受ける予定の企業についても、関心表

明書が提出されていれば、協力企業として扱うことは可能です。事業者の役割に応

じて評価することとなりますが、二次下請以降がその役割を担う場合は評価対象と

なります。」との回答がありましたが、本事業でも同じ整理となると理解してよろし

いでしょうか。 

例えば、EPC/O&M の一次下請けや二次下請けでも関心表明書が提出されていれば、協

力企業として評価対象になるという理解でよろしいでしょうか。 

下請企業でも、関心表明書が提出されていれば、関心表明書を提出し

ている協力企業として、事業実施体制の中で担う役割に応じて評価す

ることとなります。 

50 公募占用指針 第 6章（2） 

「EPC 等」については、五島市沖の公募占用指針質問回答 No.53 にて、「送変電設備

に関するものも含め、EPC 等に含めていただいて構いません。協力企業から元請契約

を予定している企業についても、関心表明書が提出されていれば、協力企業として

扱うことは可能です。」とありましたが、以下の認識が正しいか、ご教示いただけま

すでしょうか。 

・「EPC 等」には風車の設計・建設・保守点検以外に、送変電設備の設計・建設・保

守点検を含む 

・その際の協力企業には元請、下請とも関心表明書が提出されていれば、協力企業

として含まれる 

海洋再生可能エネルギー発電設備の製造、設置、維持管理に関する設

計（E）・調達（P）・建設（C）や保守点検等（EPC 等）について、役割

ごとに実績を評価することとしています。 

後段はご認識のとおりです。 

51 公募占用指針 第 6章（2） 促進区域内は、工事国有財産法上の占用許可は不要との理解で相違ないか。 
促進区域内での工事実施等にあたっては、国有財産法ではなく、再エ

ネ海域利用法に基づく占用許可が必要です。 
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52 公募占用指針 第 6章（2） 

パブリックコメント No.62、No.319 で「運転開始日以前に、商業運転することは想

定しておりません。」とありますが、商業運転ではなく、試運転期間中の発生電力を

個別に相対売電契約を締結した相手などに対して売電することは可能と理解してよ

ろしいでしょうか。 

No.3 の回答をご覧ください。 

53 公募占用指針 第 6章（2） 

「一度定めた事業開始時期を安易に変更することは望ましいものではないため、運

転開始期限日を公募占用計画の事業実施時期とし、これを超えた場合は、調達期間

を短縮する。」とあるが、実際の運転開始日が止むを得ない事由により公募占用計画

に記載した事業実施時期より遅れた場合、FIT 認定から 8 年以内の運転開始であっ

たとしても、必ず調達期間は短縮されるのでしょうか。 

また、止むを得ない事由として、パブリックコメント No.518 に挙げられている港湾

の利用調整、新型コロナウィルス感染症の拡大等の情勢の変化以外に運転開始日の

変更が認められ得る具体的な事象をご教示ください。 

前段についてはご理解のとおりです。 

後段について、他の具体的な事例は想定していません。 

54 公募占用指針 第 6章（2） 

調達期間 20 年を超える期間を事業実施期間と設定し、事業の資金計画・収支計画（別

紙 10）を作成することも可能とするのと同時に、実現可能性があるとは言えない場

合には失格となるルールになっております。20 年以上先の売電価格は予見困難であ

る中、実現性の評価基準につき具体例のご提示をお願いいたします。 

FIT 価格による調達期間終了後の調達価格の記載については、必ずし

も必要ではありません。記載する場合は、その設定根拠についてご説

明いただき、その適切性について、第三者委員会の意見踏まえ評価し

ます。 

55 公募占用指針 第 6章（2） 
撤去の方法は海洋における設備の撤去について記載するだけでよく、陸上送電線な

どの設備に関する撤去方法および撤去費の記載は必要ないか。 

「本促進区域内海域」において設置する施設の撤去について記載して

ください。 

56 公募占用指針 第 6章（2） 

パブリックコメント No.124 に海洋における施工費は基礎工事費、風車工事費、ケー

ブル工事費、洋上変電所工事費及びその他施工費とありますが、 

１）風車設置のためのプレアッセンブリヤードでの工事費は海洋における施工費に

含まないと理解してよろしいでしょうか。 

２）陸上に設置するケーブルの工事費は海洋における施工費には含まないと理解し

てよろしいでしょうか。 

３）海洋における施工費には当該工事に係る共通仮設費、現場管理費、一般管理費

も含まれると理解してよろしいでしょうか。 

１）、２）、３）いずれもご理解のとおりです。 
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57 公募占用指針 第 6章（2） 

内部収益率（Project IRR）について、パブコメにて「税引前 Project IRR」との記

載がございましたが、定義を確認させてください。NEDO のガイドブック記載の内容

を念頭に置かれていると理解しておりますが、通常の IRR と比して以下のような点

が異なる可能性があり、ご確認をお願い致します。また、ご回答次第では通常の事

業計画において用いる IRR とは別に計算を行なうことが必要になりますが、もし

NEDO のガイドブック記載内容に拘ることなく、事業者独自の計算による IRR 及びそ

の前提を提示することで問題ない場合は、その旨をご教示ください。 

 

・計算基準は運転開始日とのことですが、この場合は建設期間中の時間価値が一切

考慮されなくなります。事業者の立場からは、FID 時点からの時間価値を考慮した

IRR を計算することが当然であり、恣意的に運転開始日時点で各種費用を一括計上

するようなことは致しませんので事業計画の前提とは異なることになります。また、

例えば税金支払のタイミングについても建設期間中の P/L にも影響されるため、正

確性の観点からも建設期間中を省くことは通常ございません。これらの点で通常用

いる基準と異なりますが、あくまで比較指標として運転開始時を基準日として算出

することで問題ないでしょうか。 

 

・撤去費用については積立時点でキャッシュアウトとして計算する前提でしょうか。

NEDO のサンプルでは取扱いが不明確でした。なお、実際にはデコミ L/C を用います

ので、積立との入れ替え部分が順次費用として計上される想定ですが、積立部分は

CFADS からの控除ではなくデットサービスに含める可能性がございます。 

 

・税前 Project IRR とは、ビークル段階での課税前 CF を用いるということでしょう

か。通常、税前という場合は各スポンサーレベルでの配当課税前の IRR を指すと解

しておりますので、ご確認願います。ビークルレベルの課税はキャッシュフロー上

で営業コストより上位に置かれ、その後の CF に影響を与えることから、これを除い

た収益性を見ることは通常はございません。かかる定義の税前 Project IRR の記載

が求められている場合、元利金返済前 CF に法人税等を足し戻した数値を用いて

Project IRR を算出致しますが、前提に相違ございませんでしょうか（例えば固定資

産税等の、利益への課税以外の公租公課は足し戻さないことを想定しております）。 

 

・事業者としては、通常 Project IRR ではなく Equity IRR を見て事業性を判断致し

ます。この点、今回の公募で求められているのは Equity IRR ではなく（税引前）

Project IRR であることを、改めてご確認頂けますでしょうか。 

１点目については、御理解のとおり、運転開始時を基準日として算出

ください。 

２点目については、御理解のとおり、撤去費用は積立時にキャッシュ

アウトとして計算する前提で事業計画を策定ください。 

３点目については、御理解のとおり、ビークル段階での法人税課税前

の元利返済前 CF を用いて算定ください。 

４点目については、御理解のとおりです。 

58 公募占用指針 第 6章（2） 
「債権を発行する場合はその種類及び発行条件」とありますが、「債権」とは「債券」

の誤植と理解してよろしいでしょうか。 
ご指摘のとおり、「債券」の誤植です。 
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59 公募占用指針 第 6章（2） 

今回設定された調達価格上限額29円/kWhは税引前プロジェクトIRR10％を前提とし

ており、コストの算定は、NEDO の 2019 年度成果報告書「洋上風力発電の発電コスト

に関する検討」における算定式をベースにしたものと理解しております。一方、同

成果報告書ではキャッシュフローの試算結果が示されていないため、以下①～③に

ついてご教示ください。 

①NEDO の「着床式洋上風力発電導入ガイドブック（最終版）」322 頁には上限価格 36

円/kWh を算出した際のキャッシュフロー試算結果が示されておりますが、今回の上

限価格 29 円/kWh は、上記と同一のキャッシュフローモデルを用いて算定されたの

でしょうか。 

②IRR を含む収支計画の適切性が把握できる資料の提出が必要とのことですが、IRR

の算定にあたっては、上記①のキャッシュフローモデルの構成に合わせる必要があ

るのでしょうか。その場合は、ガイドブック 322 頁において設定条件が不明とされ

ていた「保険費」「予備費」「撤去費」のキャッシュアウトをどのように反映させれば

良いか、以下ご教示ください。 

  a)保険費は、想定する発生額の総額を毎年度均等に配分するとの想定で良いか。 

  b)予備費は、実際に充当される時期・金額が不明につき、想定する発生額の総

額を毎年度均等に配分するとの想定で良いか。 

  c)撤去費は、積立の時点でキャッシュアウトを認識する想定で良いか。 

③上記②にかかわらず、公募参加者が任意の前提条件を設定し、その条件を併記の

うえ IRR を示す方法でもよろしいでしょうか。 

①について 

今回の供給価格上限額 29 円/kWh は、第 59 回調達価格等算定委員会資

料２（別添）に記載の各想定値をもとに、2014 年度から 2019 年度の

洋上風力発電（着床式）の調達価格 36 円/kWh と同様の手法で算出し

ております。他方、「着床式洋上風力発電導入ガイドブック（最終版）」

320 頁・322 頁は当該調達価格のケースをふまえて NEDO が事業性評価

のための算出条件を整理して示したキャッシュフローの試算例であ

り、同一のキャッシュフローではありません。 

 

②について 

上記①のキャッシュフローモデルの構成に合わせていただく必要は

ございません。 

 

③について 

比較指標として運転開始時を基準日として算出ください。 

60 公募占用指針 第 6章（2） 
オーナーの実績評価において、会社としての実績に加え経営陣や担当者の事業実績

も評価の対象となるか。 

事業実施実績は、人的体制も含めて第三者委員会の意見を踏まえて評

価されます。 

61 公募占用指針 第 6章（2） 
関係行政機関の長との調整の内容は、許認可等、直接事業の実施に関わるもののみ

でなく、地域経済への貢献などの調整実績を含むか 

事業を長期的、安定的、効率的に実施するためには地域との共生が重

要であるため、地域の主体となる関係行政機関の長等との調整能力を

評価することとしています。 

上記の観点から、適切と考えられる実績をご記載ください。 

62 公募占用指針 第 6章（2） 

パブリックコメント No.315 において関係行政機関の長等との調整実績は本公募に

係る事業との親和性によって評価されるとあるが、具体的に親和性とは、主に公募

占用指針別添 2、協議会意見取りまとめにおいて列挙されている項目についての調

整経験の有無と考えて差し支えないか。他に想定している基準があればご教示願い

たい 

同上 

63 公募占用指針 第 6章（2） 

コンソーシアムもしくは SPC にてオーナーの役割を複数社（SPC においては議決権

をもつ複数社）にて担う計画を提出した場合、施工実績と同様に最も評価の低い企

業の実績が評価されることになるのか。もしくは複数社の合計実績が評価されるこ

とになるのか。 

複数の事業者が同一の役割を担うとする計画の場合は、その中で最も

評価の低い実績一つを評価対象とします。 
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64 公募占用指針 第 6章（2） 

12 月 25 日公表の 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略においては

「再エネ海域利用法に係る公募占用計画の評価において、電力の安定供給を確保す

る等の観点から、 強靭なサプライチェーン（国内又はそれと同等のもの）の形成を

評価する。」とあります。本件公募の別紙 12－1及び 12－2においては、国内または

それと同等のサプライチェーンの強靭化に資する提案が高く評価されるという理解

でよろしいでしょうか。また、国内と「同等」とは例えばどのようなものが想定され

ますでしょうか。 

電力の安定供給と将来的な電力価格低減の具体的な評価の観点は公

募占用指針に記載のとおりです。 

65 公募占用指針 第 6章（2） 

「国内経済への波及効果の見込み（国内への経済波及がどの程度見込まれるか、国

内雇用がどの地域にどの程度増加するか、国内に工場等がどの程度つくられ、どの

程度投資が促進するか、国内の物流拠点等をどの程度利用するか 等）」に関して「地

域」の定義はどの粒度を指すか。県レベルか、または市町村レベルか。 

特に限定的な定義を設けるものではありませんが、地域との共生に関

する事項については、地域の代表としての都道府県知事の意見を参考

聴取し、これも踏まえて評価を実施することを予定しています。 

66 公募占用指針 第 6章（2） 

「国内経済への波及効果の見込み（国内への経済波及がどの程度見込まれるか、国

内雇用がどの地域にどの程度増加するか、国内に工場等がどの程度つくられ、どの

程度投資が促進するか、国内の物流拠点等をどの程度利用するか等）」に関して「国

内経済への波及効果」を計算するに当たって、「地域経済への波及効果」の雇用、投

資額を「国内経済への波及効果」に含めることができると理解しているが、その理

解で宜しいか。 

「地域経済への波及」として記載された内容が、一地域にとどまらな

い経済波及効果をもたらすものと考えられる場合は、「国内経済への

波及効果」に含めていただいて結構です。 

67 公募占用指針 第 7章（3） 

公募占用計画は動画不可となっているが、公募参加者に対するプレゼンテーション

が設定された場合に、動画の使用可否について改めて通知・連絡されるという理解

でよいか。また、現時点で想定している連絡の時期について伺いたい。 

公募占用計画の評価において、必要に応じて事業者へのヒアリングを

実施する際には、詳細を連絡いたします。 

68 公募占用指針 第 7章（3） 

パブコメ 358 番に関し、プレゼンテーションを行うのか、提出した占用計画を説明

するのみなのかについては、それによって準備内容も異なり、場合によっては他社

への委託等も発生するため、遅くとも 1月中にはお知らせいただきたいと考えます。 

同上 

69 公募占用指針 第 7章（3） 

選定事業者に対して付される可能性がある留意事項について、 

１）付された留意事項の中で、どのような対策を採るかについても指定され、それ

に対する対応の可否が意見聴取の対象となるのでしょうか。 

２）付された留意事項の中に対策が含まれない場合、どのような対応策を採るかに

ついては、事業者選定を確定する前の意見聴取に先立ち検討する時間が与えられる

と理解してよろしいでしょうか。 

３）事業者が検討する対応策の妥当性の評価はいつ、どのように行われるのかご教

示ください。 

１）、２）はいずれもあり得ます。 

３）については、事業者への意見聴取後、可能な限り速やかに行いま

す。 

70 公募占用指針 第 8章（2） 

パブリックコメント No.396 より、「関係漁業者」等との協調・共生方法の評価では、

協議会意見取りまとめの留意事項への配慮の観点が評価軸となるとの理解で相違な

いか。 

選定事業者には、協議会意見とりまとめを尊重した上で事業を実施し

てただくこととなります。なお、地域との共生に関する事項について

は、都道府県知事の意見を反映させることが特に重要な項目であるた

め、地域の代表としての都道府県知事の意見を参考聴取し、これも踏

まえて評価を実施します。 
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71 公募占用指針 第 8章（2） 

パブリックコメント No.402 では「「事業計画の実現性」、「関係行政機関の長との調

整能力」、「周辺航路、漁業等との協調・共生」の各項目に関しては、公募占用計画の

提出前にどれだけの長期間にわたり現地調査、地元関係者との調整を行ったかは評

価対象ではなく、あくまで今後の対応に関する考え方、実施計画が評価されるとの

理解でよいか」という質問に対し「御指摘の項目において、本案件にかかる調整期

間の長さのみをもって評価することは想定していません。」と回答されているが、「事

業計画の実現性」「関係行政機関の長との調整能力」「周辺航路、漁業等との協調・共

生」については、これまで公募占用計画の提出前に現地調査、地元関係者との調整

を行った内容や期間についても評価されるという理解でよいか。 

公募占用計画に記載された内容は、公募占用指針に記載された確認の

視点、確認方法の観点から第三者委員会の意見も踏まえて評価いたし

ます。 

72 公募占用指針 第 8章（2） 

関係行政機関の長との調整能力」において、事業会社が長年にわたり多数のプロジ

ェクトを展開している場合において、個別の親和性ではなく様々な状況、多様な調

整環境への対応経験として一定の評価を得ることは可能か。 もしくは本案件に親和

性のある一つの実績を持つことのほうがより評価されるか。 

公募占用指針に記載された確認の視点、確認方法の観点から第三者委

員会の意見も踏まえて評価いたします。 

73 公募占用指針 第 8章（2） 

評価項目「事業計画の実現性」において風車の選定に対する評価は総合的に行われ

ると理解しているが、当該信頼性については過去の稼働実績や認証取得の有無がエ

ビデンスとなる理解でよいか 

信頼性の根拠の示し方については、各事業者の事情等に応じて様々で

あると考えています。 

74 公募占用指針 第 8章（2） 

12 月 15 日に示された洋上風力産業ビジョン（第１次）において公募上は「安定的な

電力供給」の項目でサプライチェーンの形成（国内調達率含む）が評価されるとの

考え方が示された。本公募においても同様の考え方が適用されるという理解でよい

か。またその場合の国内調達率を評価する際には契約ベースで数字の妥当性を確認

するという理解でよいか。 

電力の安定供給と将来的な電力価格低減の具体的な評価の観点は公

募占用指針に記載のとおりです。 

75 公募占用指針 第 8章（2） 

事業実施実績は、同じ役割を担う事業者が複数いる場合、最も評価の低い企業の実

績が評価対象になるが、例えば維持管理で風車・基礎・ケーブルなど、複数の事業者

が維持管理を担当することが多い。その場合は、風車・基礎・ケーブルの維持管理を

それぞれ実績を有する事業者が行うのであれば、総体的に評価されるという認識で

良いか。 

ご認識のとおりです。 

その場合、どの会社がどの役割を担うのか、事業実施体制において明

確に記載してください。 

76 公募占用指針 第 8章（2） 

「海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域公募占用指針（案）」に関する意見

募集の結果のうち、No634 への回答で「発電設備の設置及び発電事業の運営に関する

実績の評価は、原則 1 つの代表的な実績を評価します。」とある。これは、「発電設

備の設置」と「発電事業の運営」で同じ案件の実績を示す必要があるということか。

その場合、発電設備の設置と運営を原則として同一企業が担わざるをえないという

理解でよいか。 

発電設備の設置（建設）実績と発電事業の運営実績は、同じ案件であ

る必要はございません。 

77 公募占用指針 第 8章（2） 

パブリックコメント No.29、No.389 で「公募選定時に迅速性や事業実現性を含めて

評価」等とありますが、事業開始予定日が早く、かつその実現性が高い場合は、事業

開始予定日が遅い場合と比べて高い評価を得られるという理解でよろしいでしょう

か。 

事業計画の実現性の評価においてスケジュールは評価の一要素であ

り、その他の要素も含めて第三者委員会の意見も踏まえて評価いたし

ます。 
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78 公募占用指針 第 8章（2） 

パブリックコメント No.396 では「同占用指針（案）第 9章(7)の 2)の(iv)占用許可

の条件では「選定事業者は、占用許可の申請までに書面にて協議会の構成員となっ

ている関係漁業者の了解を得ること」となっており、事業の実施においては、関係

漁業者からの同意取り付けが不可欠であり、事業実現に大きな影響を及ぼすことか

ら、第 8 章（2）の 1)の事業実施能力に関する項目（80 点）においての「確認の視

点／リスク評価」においては、先行事業者が長年時間をかけてすでに取り付けてき

た「関係漁業者」との合意に対して考慮されなくてはならない。更に、第 8章(2)の

「2)地域との共生や事業の波及効果（40 点）」における「関係漁業者や関係海運業者

等との協調・共生方法の評価」では、今後どのように理解を得ていくか示すものと

なっているが、リスク対応の観点で、先行事業者が長年時間をかけて取り付けてき

たこれまでの「関係漁業者や関係海運業者等との協調・共生方法」の合意に対する

成果については確実に評価すべきである。」に対して「協議会とりまとめにおいて、

選定事業者が協議会意見を尊重して海域利用を行う場合においては、選定事業者に

よる促進区域内における洋上風力発電事業の整備に係る海域の利用について了承す

ることとされております。そのため、協議会意見とりまとめの留意事項をどれだけ

尊重した計画となっているかという観点からも評価することとなります。」と回答さ

れているが、「どれだけ尊重した計画となっているか」を評価するにあたって「先行

事業者が長年時間をかけてすでに取り付けてきた「関係漁業者」との合意」も含ま

れるのか。 

当該合意が、協議会意見とりまとめの内容と整合的であり、それらに

沿った事業計画となっている場合は、事業実現性に関する要素で評価

されることはあり得ます。 

79 公募占用指針 第 8章（2） 

経済波及効果については、その多寡をもってのみ一律に評価されるというわけでは

ないとの理解で良いでしょうか。また、経済波及効果として記載した金額等の数値

は、事業実施後にそれを証明することまでは求められていないという理解で良いで

しょうか。 

経済波及効果においてはその根拠も含めて評価の対象となります。 

また、計画に記載いただいた内容は実現していただくことが前提とな

ります。選定事業者には公募占用計画の履行状況の定期報告徴収を行

うこととしており、計画の履行状況によっては公募占用計画の認定の

取消しもあり得ます。 

80 公募占用指針 第 8章（3） 

事業実施実績の評価にあたり、国内など我が国の自然・社会状況等を踏まえた実績

を評価するとあるが、より具体的には公募の対象となっている海域の自然・社会状

況等を踏まえた実績を評価をするという理解で良いか 

事業実施実績の具体的な評価の観点は公募占用指針に記載のとおり

です。 

81 公募占用指針 第 8章（3） 

関係行政機関の長等との調整能力は、①許認可の対応実績、②地方自治体等への事

業の事前相談の実績、③事業に必要な港湾設備や用地の調整実績などが評価の対象

となる認識でよいか。 

事業を長期的、安定的、効率的に実施するためには地域との共生が重

要であるため、地域の主体となる関係行政機関の長等との調整能力を

評価することとしています。 

上記の観点から、適切と考えられる実績をご記載ください。 

82 公募占用指針 第 8章（3） 

周辺航路、漁業等との協調・共生等に係る調整については、公募参加者自身が担う

べきものであるため、協力企業の実績は含まないとされているが、関係行政機関の

長等との調整実績についても同様に協力企業の実績は評価の対象外という理解で良

いか。 

ご理解のとおりです。 

83 公募占用指針 第 8章（3） 
「自然・社会状況」の「社会状況」とは具体的にどのようなことを含むか。例えば、

人口数や人口構成、雇用問題などを指すと理解して良いか 

例えば、洋上風力発電に係わる利害関係者を含む周辺社会環境や規制

等を指します。 
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84 公募占用指針 第 8章（5） 

「事業の実施・管理についての評価対象は、応募企業、コンソーシアム構成員又は

SPC の議決権を有する企業に限る。」とある。SPC の議決権を有する企業（以下、各

出資者）が果たす役割が、個別の契約によってのみ実行される場合と、各出資者か

ら SPC へ出向等により人員が派遣され業務が行われる場合と公募評価上に差が生じ

無いという理解で良いか。 

御指摘の点については、事業実施体制がどのように組まれているのか

等にもよるため一律にはお答え出来ません。 

85 公募占用指針 第 8章（5） 

①風車の設置、②海洋土木工事、③発電所の運営（維持管理含む）が実績として評価

されると理解しており事業者本人の実績も評価されていると理解しているが、事業

者が出資している SPC が他社に①～③の業務を委託した場合であっても実績の評価

対象となるのか。 

事業の実施・管理についての評価対象は、応募企業、コンソーシアム

構成員又は SPC の議決権を有する企業に限ります。 

86 公募占用指針 第 8章（5） 

パブコメ No.440「複数の事業実施企業による事業実施体制・・・総体的に対象の実

績を評価」とあるが、甲型 JV であってもこれらを明確にすれば必ずしも評価が低い

方の実績のみを評価対象とするわけではないとの理解で良いか。 

甲型 JV の場合でも、複数の事業実施企業による事業実施体制、人的

体制や情報共有体制等が明確になっている場合には、それらの体制を

踏まえて総体的に対象の実績を評価いたします。 

87 公募占用指針 第 8章（5） 

「洋上風力発電事業の主な工程としては、①風車の設置、②海洋土木工事、③風力

発電事業の運営（維持管理を含む。）に分類できるため、これらに係る実績がある場

合を評価する。」とあり、今回③の発電事業の運営（維持管理を含む。）に「風力」が

追記されたが、海上には風力発電所以外に桟橋・岸壁など様々な海上設備（鋼製構

造物の減肉管理・防食等）が存在し、それらの維持管理は洋上風力事業との類似性

があると考える。③風力発電事業の運営（維持管理を含む。）の実績として記載し、

評価対象になるのか。 

設備の仕様や規模、本公募において担う役割等の観点から、本公募に

係る事業に照らし、どれほど親和性が高いかという観点から評価しま

す。 

88 公募占用指針 第 8章（5） 

乙型 JV の場合で、陸上変電所、陸上送電線自営線、海上の基礎工事、海上ケーブル

工事等々複数に工区が分割されている場合、工区ごとに評価の重みづけはされるの

か。 

工区を細分化するか、一括とするかは公募参加者の判断によりますの

で、工区ごとに評価を行うことはせず、総合的な観点で評価を行いま

す。 

89 公募占用指針 第 8章（5） 

EPC 等についての評価対象は協力企業の実績を含めることができるとあるが、この

評価について、協力企業から【様式 3-2-4】関心表明書のみならずより詳細な覚書等

を取得した場合など、実現の蓋然性の観点から評価に差がつくことはあるか。 

関心表明書の内容により評価に差をつけることは想定していません。 

90 公募占用指針 第 8章（5） 

公募占用計画には決定している協力企業とその役割分担を記載すればそれぞれの協

力企業の役割に応じた実績が評価の対象となり、その受注の形態（例：甲型 JV か乙

型 JV か役割ごとの個別契約か）までは記載する必要は無いと理解してよろしいでし

ょうか。 

また、受注形態が結果として甲型 JV となった場合でも、公募占用計画に記載した協

力企業が当該甲型 JV に参加し、JV 内での役割分担が人的体制や情報共有体制表等

により明確になっていれば、協力企業の変更には該当しないと理解してよろしいで

しょうか。 

前半についてはご理解のとおりです。 

後半については公募占用計画の変更が必要となります。 
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91 公募占用指針 第 8章（5） 

パブコメ No.438 では、「評価対象となる過去の実績については対象期間の範囲は限

定しない。」とあるが、パブコメ No.471 にて「海洋土木工事の実績以外については

対象期間に限定はない」のと回答となっている。両者の回答に矛盾があるが、パブ

コメ No.471 回答が誤植という理解で良いか（パブコメ No.471 回答の「海洋土木工

事の実績以外については、」が不要）。確認頂きたい。（つまり、海洋土木工事の実績

につき対象期間は定められている（10 年以内）のは公募参加資格としての実績であ

り、評価対象となる過去の実績については、対象期間の範囲は限定されない。） 

ご理解のとおりです。 

92 公募占用指針 第 8章（5） 

ファンドが SPC の構成員である場合の実績の評価に関して質問させて頂きます。フ

ァンドマネジメント会社はファンドＡとファンドＢを管理しており、ファンドＡは

他洋上風力案件への実績があり。本案件はファンドＢから投資する場合でも、実績

はファンドマネジメント会社にある（自らの実績と同等）といえる根拠があれば、

実績が評価されるという理解で正しいか。 

ご指摘の例では、ファンド Bが公募へ参加する SPC の議決権を有する

場合は、ファンド Bが有している実績について評価することとなりま

す。 

この際、親会社などの実績でも、人的体制や情報共有体制等により、

自らの実績と同等といえる根拠があれば評価します。 

93 公募占用指針 第 8章（5） 

実績の評価にあたっては、「役割に応じて想定的に評価する」ことになっていますが、

１つの案件に出資している A 社と B 社がそれぞれ同一の役割で参画している場合、

A 社を含むコンソーシアムと B 社を含むコンソーシアムで当該案件を実績をして申

請した場合、その評価は同水準という理解でよいでしょうか。 

ご指摘の例では、全く同じ役割を担う２者が、全く同じ過去の実績を

有する場合には、同水準の評価となります。 

94 公募占用指針 第 8章（5） 

「親会社などの実績でも、人的体制や情報共有体制等により、自らの実績と同等と

いえる根拠があれば評価する。」とあるが、その根拠として固有名詞での組織図＋そ

の人物の経歴書などがエビデンスとなるという理解でよいか。 

根拠資料や説明方法は事業者によると考えられるため、各事業者にて

適切な説明をお願いします。 

95 公募占用指針 第 8章（5） 

パブリックコメント No.430 において、「甲型 JV の場合は JV の中で最も評価の低い

実績を採用します。」と回答されていますが、これは、協力企業（EPC)候補として複

数の甲型 JV を記載した場合の評価方法を意味するのでしょうか。 

当該回答は、甲型 JV（特定 JV を想定）を協力企業として記載した場

合、JV を構成する企業が有する実績の中で最も評価の低い実績を採用

することを示したものとなります。 

96 公募占用指針 第 8章（5） 

【様式 3-1-3】別紙１：各企業の役割に応じた実績に関してですが、「２．海洋土木

工事に係る実績」のみ、「b.実績の詳細」部分に「代表的な実績の概要を１件ずつ記

載すること。」とございます。パブリックコメント No.634 でも質問なされていた中

で、ご回答に「発電設備の設置及び発電事業の運営に関する実績の評価は、原則１

つの代表的な実績を評価します。海洋土木工事に関する航路や漁業等との利用調整

を行った実績については、調整の経験を評価することが適切と考えられるため、代

表的な複数の実績を踏まえて評価することが適切であると考えています。」とありま

すが、「1．発電設備の設置及び運営に係る実績」については、各社の役割ごとに 1件

ずつの役割、「2．海洋土木工事に係る実績」については、各社の役割ごとに複数件の

役割が評価の対象となるという理解で正しいでしょうか。為念、「原則 1つの代表的

な実績」の解釈を確認させてください。また、「原則 1つの代表的な実績」とあると

ころ、「原則」に対し例外的な評価がなされる具体的なケースをご教示ください。 

「1．発電設備の設置及び運営に係る実績」については、各社の役割に

対応する実績１件について評価を行い、「2．海洋土木工事に係る実績」

については、各社の役割に対応する複数件の実績を踏まえて評価を行

います。 

原則の例外としては、公募参加者が代表的な実績を一つに絞り切れず

複数記載した場合を想定しておりますが、複数記載したから評価が高

くなるとは限りません。 



18 
 

97 公募占用指針 第 8章（5） 

パブリックコメント No.479 に「御記載の案件については、本公募の開始時点では風

車の設置、海洋土木工事、発電事業の運営いずれも完了していないと考えられるた

め、事業実施の実績としては評価の対象外となると考えます」とありますが、以下

の実績はいずれも各企業の役割に応じた実績として評価の対象となると理解してよ

ろしいでしょうか。 

①本公募開始（2020 年 11 月 27 日）以降、公募占用計画提出までに完了した風車の

設置、海洋土木工事に関する実績 

②本公募開始（2020 年 11 月 27 日）以降、公募占用計画提出まで開始した発電事業

の運営に関する役割に応じた実績 

①、②ともに評価の対象となります。 

98 公募占用指針 第 8章（5） 

事業実施実績について、コンソーシアム内に国内での洋上風力実績のある企業がい

ない場合でも、例えば海外での洋上風力のオペレーション経験のある企業と、国内、

秋田県で陸上風力を運営し自然、社会条件に知見を持つ企業で役割を分担しそれに

応じた実績を適切に記載することで、同等の評価を得ることが可能という理解でよ

いか 

複数の実績が記載されている場合、最も評価の低い実績を採用しま

す。 

複数の事業実施企業による事業実施体制、人的体制や情報共有体制等

が明確になっている場合には、それらの体制を踏まえて総体的に対象

の実績を評価いたします。 

99 公募占用指針 第 8章（5） 

「※海洋土木工事については、航路や漁業との利用調整を行った実績を含めて評価

する」とある一方で、パブリックコメント No.434 では、「周辺航路・漁業との協調・

共生に係る調整については、公募参加者自身が担うべきものであるため、協力企業

の実績を含みません」とある。この点、実際の海洋土木工事は公募参加者自身では

なく委託を受けた協力企業が行う場合、この協力企業が過去に実際に自らこういっ

た周辺航路や漁業との協調・共生に係る調整を行っていた場合でも、協力企業の実

績に含めても評価されないのか 

ご理解のとおりです。 

100 公募占用指針 第 8章（5） 

「海洋土木工事についてはその他用途の着床式構造物の実績を親和性の高さ（規模

含む）から相対的に評価する」とあるが、親和性が高いと判断する具体的な基準が

あればご教示いただきたい 

今回設置する着床式洋上風力発電施設と、施設規模、構造形式、設置

水深、施工方法等の観点が考えられますが、第三者委員会の意見等も

いただきつつ、判断してまいります。 

101 公募占用指針 第 8章（5） 

関係行政機関の長との調整実績について。事業体が SPC となることが予想されるが、

調整実績について、人的体制や情報共有体制等が明確になっている場合、調整した

人間の所属がSPCか親会社であることによる評価差は生じないという理解でよいか。 

関係行政機関の長との調整実績に関しては、コンソーシアムや SPC で

参加している場合には、その構成員の実績も含めて評価します。また、

公募占用計画提出時に、複数の事業実施企業による事業実施体制、人

的体制や情報共有体制等が明確になっている場合には、それらの体制

を踏まえて総体的に対象の実績を評価いたします。 

102 公募占用指針 第 8章（5） 

「親会社や子会社などの実績ではなく、自らの実績か。又は、実態上、これと同等と

いえる根拠があるか。」について、SPC の構成員の親会社が外資系企業の場合は、海

外本社・支社の実績は評価されるか。「人員体制や情報共有体制により」とあるが、

本件評価に含める際の基準は具体的に何か（親会社の実績の場合、親会社の担当者

（実績を有する人材・チーム等）の本件への関与などか）。 

根拠の示し方については、各事業者の事情等に応じて様々であると考

えています。事情に応じて同等と判断できる根拠をご検討し公募占用

計画において説明ください。 
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103 公募占用指針 第 8章（5） 

事業実施主体（=SPC が選定事業者となる場合、SPC の議決権を有する企業）が①風

車の設置、③風力発電事業の運営を担い、協力企業が②海洋土木工事を担うことを

想定している場合、事業実施主体自らが②の海洋土木工事の実績を持たないことが

あるが、これは失格要件には該当せず、協力企業について②の実績を示せれば良い

という理解で良いか 

ご理解のとおりです。 

104 公募占用指針 第 8章（5） 

パブコメ No.87、No.92 に記載の通り「本促進区域内海域以外の海洋再生可能エネル

ギー発電設備」及び「陸上に設置する変電施設・送電線等」は、公募占用計画への記

載は不要と認識している。なお、事業計画上は「本促進区域内海域以外の海洋再生

可能エネルギー発電設備」及び「陸上に設置する変電施設・送電線等」の撤去費用は

計上すべきであり、その撤去費用担保については事業者独自に提案すべきものであ

るという理解だが相違ないか。供給価格の算出及び収支計画においては、促進区域

外の撤去費用も適切に計上されているか評価頂きたい。 

ご理解のとおりです。 

105 公募占用指針 第 8章（5） 

撤去については、「促進区域内海域に設置する海洋再生可能エネルギー発電設備」が

対象との理解だが、海底ケーブルについては促進区域内から促進区域外まで一体的

に繋がっているが、促進区域内外の境界で明確に区切ることで良いか。 

ご理解のとおりです。 

106 公募占用指針 第 8章（5） 
サプライチェーンの評価対象について、洋上設備と陸上設備、ハード面とソフト面

での供給体制について評価に比重があればご教示頂きたい。 

電力の安定供給と将来的な電力価格低減の具体的な評価の観点は公

募占用指針に記載のとおりです。 

107 公募占用指針 第 8章（6） 

パブリックコメント 490 において、「先行経験を有する企業等から当該業務の知見・

経験につき習熟した人員の採用、技術提供契約その他手段により、自らの組織内に

当該人員を雇用等し、当該人員の知見・経験を組織内に移植した状態に至っている

場合」、当該人員の実績評価については「評価対象の業務の実施体制を示し、実態上、

当該業務遂行にあたっての実績を事業実施企業が有しているとみなせると言える根

拠を示す必要」があるとされ ますが 、当該実績については別紙 1 において、「実

績を有する者」の欄に当該人員名を記載、「自らの実績か、又は実態上これと同等と

いえる根拠 があるか。 」の欄に詳細な説明を記載し、かつ別紙４において事業実

施体制を説明することでよろしいでしょうか 。 

根拠資料や説明方法は事業者によると考えられるため、各事業者にて

適切な記載・説明をお願いします。 

108 公募占用指針 第 8章（6） 

パブコメ 451 で記載されているように、協力企業の下請け企業であっても LOI を

提出すれば実績の評価対象となると認識している（ LOI 提出時のみ評価されるとの

認識）。この評価については、協力企業と同様、役割が重複する場合は最も評価が低

い企業の実績が適用されるとして良いか。また、役割ごとに評価されると考えて良

いか。 

同じ役割に対して複数の実績が示されている場合は、最も低い評価と

なる実績を採用します。 

109 公募占用指針 第 8章（6） 

公募占用指針 第 8章(6) 1) i)で記載されているように、原則、公募占用計画に記

載した協力企業を活用する必要がある。特定の機能・役割に関して、LOI を提出して

いる企業が複数存在した場合、基本的には特定の企業（例えば A 社とする）と進め

ることを前提とし、A社以外の企業群を「バックアップの機能・役割」として定義す

ることは可能か（もちろん、A社以外からはその旨理解頂いている前提とする）。ま

た、その場合、A社の能力にて評価されるとして良いか。 

公募占用指針第８章（５）１）に記載のとおりです。 
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110 公募占用指針 第 8章（6） 

公募占用指針 第 8章(6) 1) i)で記載されているように、原則、公募占用計画に記

載した協力企業を活用する必要がある。しかし、一方で、（洋上に限らずではあるが）

開発業務においては、様々な不測の事態が生じることは往々にして存在し、それら

に適切に対処する必要があることから、その他企業をバックアップとして活用でき

る様に選定しておくことには一定の価値がある。その際、LOI 取得なしにバックアッ

プ施策（企業名含め）を記載することは評価されないのか。やはりその場合であっ

ても LOI 取得は必要となるのか。また、LOI を取得した場合には、バックアップであ

ったとしても最も能力の低い企業で評価されることになるのか。 

LOI 取得していない協力企業をバックアップ施策（企業名含め）とし

て計画に記載いただくことは可能です。 

事業の実施実績の評価については、関心表明書を提出している企業の

実績については評価の対象となります。複数の実績が示されている場

合は、その中で最も評価の低い実績を採用します。 

111 公募占用指針 第 8章（6） 

海洋土木の実績評価については、本件への親和性の観点から、日本の自然条件や航

路安全、漁業者との調整が重要であるため、必ずしも一概に海外洋上風力実績の方

が国内の海洋土木工事よりも高く評価されるわけではないとの理解で良いでしょう

か。 

ご理解のとおりです。 

112 公募占用指針 第 9章（4） 

長崎五島のパブコメ No.25 回答により、本案件も改正 FIT 法による認定失効制度の

対象と理解しているが、認定失効制度の③例外にある「開発工事への準備・着手が

公的手続きによって確認された場合」は、具体的にどの手続きが対象となるか。促

進区域内海域の占用の許可の申請は、当該手続きに該当するとの理解で良いか。 

再エネ海域利用法の適用を受けた FIT 認定案件について、認定を受け

た公募占用計画に記載された事業実施時期起算日の１年後の日まで

に、①系統連系工事着工申込書が一般送配電事業者によって不備なく

受領されていることと、②工事計画届出もしくは環境影響評価法に基

づく準備書に対する勧告等の通知が出されていることを経済産業大

臣が確認していること、の 2つの要件が満たされれば、開発工事への

準備・着手が公的手続きによって確認されたこととなり、失効期間は、

認定を受けた日から選定事業者が公募占有計画に記載した事業実施

時期起算日までの期間に 20 年を加えた期間となり、実質的に失効リ

スクは取り除かれます。なお、「促進区域内海域の占用の許可の申請」

は、開発工事への準備・着手が公的手続きによって確認された場合に

該当しません。 

113 公募占用指針 第 9章（4） 
系統に係る接続契約について、譲渡対価の算定における②諸経費相当分の「工事費

負担金等（未払分を含む総額）」は消費税等相当額を除く金額との理解で良いか。 
諸経費相当分には消費税等相当額を含みます。 

114 公募占用指針 第 9章（4） 

系統情報開示の中に自営線予定地の用地契約情報はない場合、継承される借地契約

等は無いという理解で良いか。また情報開示以降に先行事業者が締結した契約は継

承しなくてよいか。 

公募占用指針第９章（４）２）記載のとおりです。 

115 公募占用指針 第 9章（5） 

「なお、施設の一部を残置する公募占用計画を作成した場合においては、建設工事

着手日までに撤去工事の実施候補者を含む施設の撤去方法を具体化し公募占用計画

を変更しなければならない。」とありますが、パブリックコメント No.99（一部残置

を前提とした公募占用計画を作成した場合、撤去工事着手までに環境大臣の廃棄の

許可を得て、公募占用計画を変更してください）より、ここでの「建設工事着手日」

とは撤去工事着手日を指しているとの理解でよろしいでしょうか。 

建設工事着手日までに撤去方法および撤去費用の詳細な検討を行い、

公募占用計画の変更をすることが必要です。 



21 
 

116 公募占用指針 第 9章（5） 

撤去工事の実施候補者に係る公募占用計画の変更について、「建設工事着手日までに

撤去工事の実施候補者を含む施設の撤去方法を具体化し、公募占用計画を変更しな

ければならない」とあるが、パブコメ 314 番（P48）の回答においては「撤去工事の

実施候補者についても、撤去方法が具体化した段階で、撤去工事着手日までに公募

占用計画に記載すること」とされている。上記より、撤去工事の実施候補者は、建設

工事着手日までに決定の上、公募占用計画の変更を実施し、その後変更が生じた場

合は、撤去工事着手日までに、再度、公募占用計画の変更を行うことにより、撤去工

事実施者を変更することができる、との理解で間違いないか。 

ご理解のとおりです。 

117 公募占用指針 第 9章（5） 

EPC 等についての実績評価について、評価対象となった協力企業は公共の利益の増

進又はやむを得ない事情がある場合に変更可能と理解しているが、経済性を理由と

した変更は公共の利益の増進またはやむを得ない事情に該当するか。 

仮に変更後の協力企業に事業実施能力があることが認められれば、経済性を理由に

協力企業の変更が可能かご教示頂きたい。 

公募占用計画の変更を認める場合の基準は公募占用指針第９章（５）

１）のとおりです。 

118 公募占用指針 第 9章（5） 

公募占用指針に定める事項及び評価の基準に照らし、「審査及び評価の結果が下がる

方向での変更は好ましくない」とある。また公募に関する質問への回答 206 番で「公

募占用計画の変更を行う場合、評価の結果が下がるような変更は認めていない」と

ある。当該文言で指す「評価の結果」は、定性面の 120 点も指すものとの理解か。

例えば、評価時点から風車の機種を変更した場合は実績のみならず、サプライチェ

ーン、基礎設計、レイアウト、工程等全てに多大なる影響が生じ、入札時点の計画は

大きく変更となる。入札時の計画が大きく変更する事は公平性の観点も担保できな

い為、「評価の結果が下がるような変更」と理解して宜しいか。 

公募占用計画の変更を認める基準については、公募占用指針第９章

（５）１）のとおりです。 

119 公募占用指針 第 9章（5） 

公募占用指針に定める事項及び評価の基準に照らし、「審査及び評価の結果が下がる

方向での変更は好ましくない」とある。また公募に関する質問への回答 206 番で「公

募占用計画の変更を行う場合、評価の結果が下がるような変更は認めていない」と

ある。当該文言で指す「評価の結果」は、定性面の 120 点も指すものとの理解か。

当該文言で指す「評価の結果」は、定性面の 120 点も指すものとの理解か。例えば、

評価時点の風車から、実際に採用する風車のローター径が長くなり、風車単機ベー

スの Sweep Area が大型化した場合、風車の影による影響や、鳥類の活動への影響、

景観への影響などが悪化したと考えるステークホルダーが一定程度存在するものと

考えられる。これは「評価の結果が下がるような変更」と理解して宜しいか。 

同上 

120 公募占用指針 第 9章（5） 

公募占用指針に定める事項及び評価の基準に照らし、「審査及び評価の結果が下がる

方向での変更は好ましくない」とある。また公募に関する質問への回答 206 番で「公

募占用計画の変更を行う場合、評価の結果が下がるような変更は認めていない」と

ある。当該文言で指す「評価の結果」は、定性面の 120 点も指すものとの理解か。

洋上風車は 5％以内の出力変更であれば、認証機関より発行される型式認証に影響

を与えないものと理解しているが、これを超える範囲での変更は「評価の結果が下

がるような変更」と理解して宜しいか。 

同上 
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121 公募占用指針 第 9章（5） 

「風車の最新型への変更等に伴う公募占用計画の変更内容が、再エネ海域利用法１

８条第２項各号の基準を満たす場合には認められる」とあるが、「風車の最新型への

変更」の内容については、風車メーカーの変更を含めた機種の変更との理解で間違

いないか。（公募から風車調達契約の締結まで、数年以上の期間を要すことから、当

該期間中に風車の大型化やメーカーの合従連衡など、事業者が予見できない事象が

容易に起こり得ることを踏まえての質問） 

御理解のとおりです。 

122 公募占用指針 第 9章（5） 

認定公募占用計画の変更に当たっては、「審査及び評価の結果が下がる方向での変更

は好ましくない」とございますが、ここでいう「評価の結果が下がる」というのは公

募の結果に影響する合計点の減少を指しており、個々の評価項目レベルでの得点の

減少を意味するものではないとの理解ですが、誤解が無いか確認させて頂けますと

幸いです。 

御理解のとおりです。 

123 公募占用指針 第 9章（5） 
外国企業（日本国内に拠点を持たない法人）への議決権（持分）譲渡は可能か、御教

示頂きたい。 

SPC 設立後の議決権の変更に関し、資本の国籍のみでその変更の可否

を判断するものではなく、法第１８条第２項第１号及び第２号の基準

を踏まえて個別に判断されます。 

124 公募占用指針 第 9章（5） 
議決権なしの株式譲渡については、公募占用指針に記載の㋐㋑㋒に該当しないため、

原則として公募占用計画の変更が許可されるとの理解で相違ないか。 
ご理解のとおりです。 

125 公募占用指針 第 9章（5） 

パブリックコメント No.535 によると、SPC の構成員が複数であり、いずれの構成員

も「評価の対象となった事業者」である場合、かかる構成員の“合計の議決権保有割

合”が 2/3 未満（運転開始日前）又は 1/2 以下（運転開始日後）になるような譲

渡が㋒「評価の対象となった事業者による議決権の保有割合が一定規模を下回るこ

ととなる場合」に該当する、すなわち、㋒については、単独の構成員の議決権保有割

合で判断されるわけではない、とのことでありますが、ある「評価の対象となった

事業者」である SPC 構成員 A（議決権の最も大きい企業ではない）が公募占用計画の

認定後、その議決権保有割合の大半を他の「評価の対象となった事業者」SPC 構成員

Bに譲渡しても、SPC 構成員 Aが譲渡後の保有割合にかかわらず議決権を保有してい

る限りにおいては、当該公募占用計画の変更は許可されると理解してよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

126 公募占用指針 第 9章（6） 
パブリックコメント No.545 に「FIT 認定の申請に当たって必要な要件については整

理の上、公表する」とありますが、公表される時期をご教示ください。 

事業者の予見可能性を損なわないよう、FIT 認定の申請に当たって必

要な要件について整理出来次第、資源エネルギー庁の HP において公

表することを予定しております。 

127 公募占用指針 第 9章（6） 
パブリックコメント No. 691「現在、発電側基本料金は制度設計中であり、回答は差

し控えさせていただきます。」との回答だが、進捗があればご教示願う。 

現在、発電側基本料金は制度設計中であり、回答は差し控えさせてい

ただきます。 

128 公募占用指針 第 9章（6） 

占用許可の条件として「書面にて協議会構成員となっている関係漁業者の了解を得

ること。」とあるが、協議会構成員の各漁業協同組合より了解頂いた書面を受領すれ

ばよいということか。また、了承いただく書面のフォーマットがあれば公表頂きた

い。 

ご理解のとおりです。利害関係者の同意書についてフォーマットは用

意しておりませんが、事業者選定後に必要に応じて相談させていただ

きます。 
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129 公募占用指針 第 9章（7） 

促進区域の占用は国土交通大臣の許可に基づくことは公募占用指針に記載あり、同

許可に基づき事業者は同海域を占用することになると理解するが、同海域に、漁業

組合向けに漁業権が付されている場合、同占用許可と漁業権のどちらが優先される

のか、御教示いただきたい。 

事業者が占用している区域においても占用を伴わない漁業活動を行

うことは可能です。また、共同漁業権などの漁業権が設定されている

区域であっても占用許可を行うことは可能です。ただし、占用許可の

申請までに書面にて協議会の構成員となっている関係漁業者の了解

を得ることを、占用許可の条件としています。 

130 公募占用指針 第 9章（7） 

海洋再生可能エネルギー発電設備（変電設備等を含む。）の占用料に就いて、投影面

積に基づき算定されると規定されているが、投影面積の具体的な計算式を御教示頂

きたい。 

投影面積は、工作物が占用する面積と上空占用する面積となります。

上空占用は、風車のロータの旋回により占用する面積となります。 

131 公募占用指針 第 9章（7） 

「選定事業者は、占用許可の申請までに書面にて協議会の構成員となっている関係

漁業者の了解を得ること。」とありますが、協議会意見とりまとめに記載の「協議会

及びその構成員は、選定事業者が本協議会意見を尊重して海域利用を行う場合にお

いては、選定事業者による促進区域内における洋上風力発電設備等の整備に係る海

域の利用について了承する」という基準に基づいて了解が得られると理解してよろ

しいでしょうか。 

関係漁業者の判断によります。 

132 公募占用指針 第 9章（7） 

「施設の一部を残置する公募占用計画を作成した場合においては、経済産業省、国

土交通省及び環境省に相談の上、建設工事着手日までに公募占用計画を変更してい

ること」とありますが、パブリックコメント No.99（一部残置を前提とした公募占用

計画を作成した場合、撤去工事着手までに環境大臣の廃棄の許可を得て、公募占用

計画を変更してください）より、ここでの「建設工事着手日」とは撤去工事着手日を

指しているとの理解でよろしいでしょうか。 

建設工事着手日までに撤去方法および撤去費用の詳細な検討を行い、

公募占用計画の変更をすることが必要です。 

133 公募占用指針 第 9章（7） 

「占用水域を洋上風力発電以外の目的に利用しないこと」について伺います。漁業

振興を目的として占用水域内に人工漁礁を設置することが、法第 10 条 2項の「促進

区域内海域の利用若しくは保全又は周辺港湾の機能の維持に著しく支障を与えるも

の」に該当しない場合、当該目的外使用には該当しないと理解してよろしいでしょ

うか。 

人工漁礁の設置が必ずしも法第 10 条第 2 項に該当するものではあり

ませんが、占用許可に当たっては、個別具体に協議させて頂きます。 

134 公募占用指針 第 9章（7） 

占有料の支払方法について、「国土交通省が発行する納入通知書により納めるものと

する。」とあるが、占有料の支払時期は占有対象期間に対して前払いでの支払となり

ますでしょうか。具体的な支払期日等をご教示ください。 

当年度分の支払額に対する納入告知書を当年度中に発行し、支払って

頂きます。具体的には、遅くとも３月までに国土交通省が納入告知書

を発行し、納付期限までに支払って頂くこととなります。 

135 公募占用指針 
第 10 章

（2） 

本連系および暫定連系における系統連系先（接続地点）と連系電圧は、促進区域を

指定する際に系統提供事業者から提供のあった情報に基づく連系地点と連系地点に

おける電圧との理解で良いか。(即ち、提供事業者からの情報と異なる地点や電圧で

の連系は認められないとの理解で良いか。) 

パブコメ No.585 では「暫定連系も含めて当該系統以外を活用することは認められな

い」と確認頂いて居りますが、これは令和元年 5月 17 日にて閣議決定されて居る”

海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るための基本的な指針”に記載されて居る公平性・公正

性・透明性確保の観点からと理解しますが、上記ご確認御願い致します。 

提供された系統契約を承継するため、本連系地点は変更出来ません

が、連系地点の電圧、電源線の施工主体、暫定連系地点及び電圧につ

いては、個別に一般送配電事業者との協議が可能です。 
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136 公募占用指針 
第 10 章

（3） 

書類の作成・質問等に用いる通貨は日本円とされているが、金額単位は公募参加者

が任意に設定するとの理解でよろしいでしょうか。（単位：百万円・百万円未満切捨

て 等） 

ご理解のとおりです。 

137 公募占用指針 
第 10 章

（3） 

「書類の作成・質問等に用いる言語は日本語」とあるが、公募占用計画に添付する

資料の原本が日本語以外の場合、どの程度までの和訳が必要か。（日本語での要約を

付す、若しくは全て日本語訳する等） 

公募占用計画の審査・評価に当たっては、日本語の資料のみを評価し

ます。 

138 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

基金への出捐のスケジュールについて、事業者選定後に選定事業者が協議会関係者

と協議の上決定することは理解しているが、別紙 10 の資金計画及び収支計画策定上

は（最終年度に全額を計上するなど明らかに不適切な例は除き）、出捐の時期による

事業実現性の評価の差はないと考えてよいか。 

基金への出捐は選定後の協議事項であるため、公募段階では事業者の

一定の想定の下に提出いただくこととなるため、一定の合理的説明が

なされていれば、出捐の時期による評価の差は想定していません。 

139 公募占用指針 
別 添 4 

2.(3) 

金融機関からの LOI の内容が評価対象とならず、金額記載も任意であることから、

適格な金融機関からの LOI が一通あれば、公募参加資格のうち「2(3)事業実施のた

めの資金的裏付けがあること」を満たす理解してよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

140 公募占用指針 別添 4 3 

「（公募参加者がコンソーシアムであるときは、その構成員の全てが該当しないこ

と）」とあるが、「SPC 参加の場合」においては、「コンソーシアム」を「SPC の議決権

を有する企業」と読み替えると理解してよろしいでしょうか。なお、上記の解釈は

公募占用指針 p.18（第５章（１）１）第三段落の記載に基づいております。 

ご理解のとおりです。 

141 様式集 
3.記載内

容 

「写しには、公募参加者及びコンソーシアム又は SPC による構成員の企業名、協力

会社、その他本公募に関し特定の応募者への支援・協力を行う者の企業名及び企業

を類推できる記載（ロゴマークの使用等を含む。）は行わないこと。」とありますが、

電子データにも記載は行わないことでよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

142 様式集 
3.記載内

容 

「写しには、公募参加者及びコンソーシアム又は SPC による構成員の企業名、協力

会社、その他本公募に関し特定の応募者への支援・協力を行う者の企業名及び企業

を類推できる記載（ロゴマークの使用等を含む。）は行わないこと。」とありますが、

3.2 公募申込書及び資格審査書類（様式 3-2-1～様式 3-2-8）の写しに関しては、正

本から企業情報のみを塗り潰すといった対応となりますでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

143 様式集 
3.記載内

容 

パブコメ 612 番において、副本における企業名等のマスキングは黒塗りとすると回

答がありましたが、すべてが黒塗りになると、例えば役割と実績の対比も困難にな

るため評価上不適切ではないでしょうか。A社、B社とするべきではないでしょうか。 

副本を評価する上で支障があると想定される場合は「A社、B社」のよ

うに記載ください。 

144 様式集 4.書式等 

「A4 サイズでの記載が困難な場合には A3 サイズでの提出を認める」とありますが、

A3 サイズで提出するものに関しては、A4 サイズ縦長に折り込み A4 サイズのものと

ともに綴じ込む形態でも、あるいは折り曲げずに A3 のものだけを別途纏めて綴じ込

む形でも、いずれでも構わないとの理解でよろしいでしょうか。 

A3 サイズでの資料は A4 サイズに折り込んで他の資料と綴じ込んで提

出ください。 
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145 様式集 

5.公募占

用計画の

受付時に

おける提

出書類の

編集方法 

「全体のページ数はページ下中央に記載すること」とありますが、公募占用計画作

成にあたっては様式ごとに並行して編集することが想定され全体のページ数の管理

が難しいため、全体のページ数に代えて様式毎のページ数としてもよろしいでしょ

うか。 

「様式〇―P〇」のように容易に特定できる形であればそのような記

載でも差し支えありません。 

146 様式集 
様式 3-1-

2 

供給価格は正本の紙媒体のみに記載となっておりますが、【様式 3-2-2 公募占用計

画認定申請書】に記載の公募占用計画の要旨には、供給価格の記載は可能でしょう

か。 

公募占用計画の要旨に供給価格を記載することは可能です。 

147 様式集 
様式 3-1-

2 

SPC で応札する場合、P12 に掲載された二つの表の両方に記入する（つまり、上の表

で SPC 自身の情報を記載するとともに、下の表に SPC の構成員の情報を記載する）

との理解であっていますか？ 

ご理解のとおりです。 

148 様式集 
様式 3-1-

2 

海底送電線および通信ケーブルの総長とは、水平距離でよろしいでしょうか。 

また、並行してケーブルを複数本敷設する場合は本数合計の水平距離足し上げを記

載すればよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

149 様式集 
様式 3-1-

2 

促進区域内水域等の占用の期間を記入するよう求められていますが、これは応札時

点における合理的な見込みを記入すればよいでしょうか（落札後の開発活動進捗や、

行政・地元との調整次第で占用許可を取得できる実際のタイミングは変更しますの

で、個々での記載が拘束力を持たないことを確認させていただきたい） 

ご理解のとおりです。期日が確定できる状況となれば、公募占用計画

の変更が必要です。 

150 様式集 
様式 3-1-

2 

自己資本と負債を区別して記載するよう求められていますが、SPC 構成員から SPC へ

の株主融資は自己資本に含めることとし、負債には SPC 構成員を除く第三者（金融

機関等）からの借入予定額のみを記載するとの理解でよろしいでしょうか。 

SPC 構成員から SPC への株主融資は自己資本ではなく負債に整理くだ

さい。なお負債の中で SPC 構成員からの借入予定額と第三者（金融機

関等）からの借入予定額を分けて記載いただくことは可能です。 

151 様式集 
様式 3-1-

3 

パブリックコメント No.630 では「実績を有することを確認するための資料」として

「契約書及び仕様書・関係図面等の写しの提出を想定しています」とありますが、

一方で「記載要領及び様式集」の第 1 4.書式等(p3)では「会社概要及び実績を証す

る書類については、パンフレット等の使用と認める」との記載がございます。パン

フレット等の使用は様式 3-2-6 の添付に関する記述であると認識していますが、工

事実績を証する書類としては同様と考えられるため、様式 3-1-3 についてもパンフ

レット等の使用が可能か、ご教示いただけますでしょうか。 

パンフレット等でも問題ありませんが、「国内の実績など、我が国の自

然・社会状況等を踏まえた実績であるか。」など、様式の記載内容につ

いて説明できるようなものとしてください。 

152 様式集 
様式 3-1-

3 

別紙 1-1-b 「実績の詳細」の様式のうち「実績の詳細」について、具体的に記述に

含まれるべき項目や指標があればご教示いただきたい。 

当該実績が、設備の仕様や規模等の観点から、本公募に係る事業に照

らし、どれほど親和性が高いか、本公募における役割と照らして、ど

れほど親和性が高いか等について記載してください。 
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153 様式集 
様式 3-1-

3 

パブリックコメント No.634 の回答において、「発電設備の設置及び発電事業の運営

に関する実績の評価は、原則一つの代表的な実績を評価」するとある。この主旨に

従い、記載する実績は各社代表的な一つのみを記載するべきで、複数実績を記載し

ても 2番目以降のものは評価に影響しないと考えて良いか 

上記質問に照らして、基本的には各社 1 つの代表的な実績のみを記載すべきである

とした場合、「代表的」あるいは本件とより関係の深い実績と判断する基準について

ご教示いただきたい。また、具体的に、「国外における洋上風力発電設備の設置及び

運営実績」と「国内における陸上風力発電設備の設置及び運営実績」ではいずれの

ほうがより本件において関係が深いと評価するのか（技術的関連性と地理的関連性

どちらがより重視されるか） 

複数実績の記載がある場合は、その中で最も低い評価となる実績を評

価対象とします。 

評価に当たっては、本公募に係る事業に照らし、どれほど親和性が高

いか等を第三者委員会の意見を踏まえて評価します。 

154 様式集 
様式 3-1-

3 

パブコメ 634 番にて、設置及び運営に関する実績は「原則 1 つの代表的な実績を評

価」するとのご回答がございましたが、複数の協力企業を想定している場合は各企

業ごとに 1つの代表実績を評価するとの理解で良いか、念のため確認させて下さい。 

一つの役割について、複数の協力企業の実績が示されている場合、そ

の中の最も評価の低い実績を評価します。 

155 様式集 
様式 3-1-

3 

パブコメ 630 番において、実績を証する資料として過去の契約書の写し等を添付す

るとされていますが、守秘義務に抵触する場合は内容をマスキングした上で提出す

ることで良いでしょうか。また、守秘義務に抵触するため提出できない場合は、プ

レスリリース等による代替を認めていただけますでしょうか。 

マスキングやプレスリリース資料等の対応も可能ですが、様式 3-1-3

の内容の確認が行える資料の提出をお願いします。 

156 様式集 
様式 3-1-

4 

本様式の 1-1 占用の区域には、「※公募占用指針に示された占用の区域の全域を対象

とすることを基本とし、現時点で想定される海洋再生可能エネルギー発電設備の配

置場所を記載すること」と記載されているが、「海洋再生可能エネルギー発電設備の

配置場所」は陸上の送変電システム等の配置も含まれているかご教示願いたい。 

促進区域内に設置される海洋再生可能エネルギー発電設備の配置場

所を記載してください。 

157 様式集 
様式 3-1-

4 

パブリックコメント No.637 では、「「公募占用指針で示した占用の区域を大きく下回

る場合」と記載されているが、大きくとはどういうことか。」という質問に対して、

「例えば銚子市沖の場合、「占用の区域（対象区域）を大きく下回る場合」とは、占

用の区域の状況や環境アセスメント等を踏まえると占用の区域を制限せざるを得な

いと考える場合（占用区域の関係で、海洋再生可能エネルギー発電設備の出力が海

洋再生可能エネルギー発電設備の出力の量の基準として示しているうち、小さい方

の最大受電電力 18.72 万 kW から下回らざるを得ない理由がある場合）をいいます。」

と回答されているが、下限の最大受電電力を下回る場合以外は記載する必要はない

という理解で宜しかったでしょうか。また、事業者の工夫によって、占用面積を少

なくすることが出来た場合、その工夫に関する記載は加点対象となりうるのかご教

示願いたい。 

出力量に関わらず、該当する場合は記載してください。占用面積を減

らすことのみをもって、評価が高くなることはありません。 
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158 様式集 
様式 3-1-

6 

１）パブリックコメント No.241 の回答によると、SPC が合同会社である場合の役員

名簿は業務執行社員の名簿を作成することとされているが、業務執行社員が法人で

ある場合においては、法人の名称、業種、沿革等を記載すると理解してよろしいで

しょうか。 

２）役員名簿に法人ではなく自然人を記載する必要がある場合、業務執行社員の職

務執行者を役員名簿に記載するものと解されますが、役員名簿に記載した内容に人

事異動等より変更が生じた際は、第 9章（５）3）に記載の「軽微な変更」に該当す

ると理解してよろしいでしょうか。 

１）はご理解のとおりです。 

２）については、個別に判断すべきケースも有り得ると考えておりま

す。 

159 様式集 
様式 3-1-

7 

別紙 5「2-1.構造の概略及び 2-2.地震、波浪等に関する設計条件の設定方法」は、

長崎県五島市沖海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域における洋上風力発

電事業の公募に関する質問への回答「No125,126」の通り「陸上の変電施設・送電線

等は不要」との認識で相違ないか。また、評価についても対象外という認識で相違

ないか。 

ご認識のとおりです。 

160 様式集 
様式 3-1-

7 

2-1 で「構造の妥当性を示す検討内容、考え方を記載すること」、2-2 で「設計条件

の設定内容、考え方を記載すること」とありますが、これらの対象は、海洋再生可能

エネルギー発電設備のうち再エネ海域利用法に基づく促進区域内海域に設置される

ものとの理解でよろしいでしょうか。 

同上 

161 様式集 
様式 3-1-

7 

再生可能エネルギー発電設備に含まれる促進区域外の設備について、その構造につ

いては別紙５に記載することになっているが、自営線のルート・立地・設計の考え

方に関する記載も別紙５にすることで良いでしょうか。 

別紙５には、促進区域内の再生可能エネルギー発電設備の構造につい

て記載してください。 

162 様式集 
様式 3-1-

8 

別紙６、別紙７の記載内容にそれぞれ”確実、効率的な工事の実現可能性及びその

信頼性を示す検討内容及び考え方があれば記載すること。”と記載されているがどの

ように書き分けるべきか。別紙６は施工計画全体の、別紙７は工事の工程の実現可

能性や信頼性を示すという理解で良いか。 

ご理解のとおりです。 

163 様式集 
様式 3-1-

8 

公募占用計画別紙 6 で記載することとされている主要機材とは具体的に何を指すの

でしょうか。例えばクレーン等の船舶以外の機器を指すとの理解で相違ないでしょ

うか。 

主要機材ではなく主要資材の記載を求めております。主要と思われる

ものについて記載願います。なお、ここで記載しているものは例示に

なりますので、主要機材等も含めて、より具体的な記載をお願いしま

す。 

164 様式集 
様式 3-1-

10 

「各提出書類については、各情報が保存されている CD-R 又は DVD-R を 2 枚提出する

こと(表 1 にファイル形式の指定がないものは PDF 形式で、表 1 に Microsoft Word

の指定があるものは、PDF ファイルに加えて Microsoft Word のファイルも併せて提

出すること。その際計算の数式及び他のシートとのリンクが残ったままとし、再計

算等が可能な状況で提出のこと。様式内で用いる文字、図、表、写真等については、

データでのカット＆ペーストができる状態のまま提出すること。」との記載だが、収

支計画が関係する別紙 10 は表 1（記載要領及び様式集 P.1）では Word との指定が

ある。一方で他のシートとのリンクを残したままだとすると、リンク先となるエク

セルシートも提出する必要があるということか。 

ご理解のとおりです。 
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165 様式集 
様式 3-1-

11 

パブコメ No.658「それ以外については、「事業者選定後、」…、たとえば単純な記載

の欠落等については評価の対象とすることがあります。」との記載については、「そ

れ以外」は何を指しているのか。本文章の趣旨が読み取りにくいため、明確にして

いただきたい。 

公募占用計画提出時において、本様式には撤去方法の別（全撤去もし

くは一部残置）及び撤去費用の根拠（海洋における施工費の 70%を算

出した旨）を記載が必要であり、それらの項目以外が記載されていた

としても評価の対象とはなりません（前述の項目以外の事項が「それ

以外」となります）。 

166 様式集 
様式 3-1-

11 

「公募占用指針第２章（５）3)「撤去に関する事項」を踏まえて、撤去方法の概要、

撤去方法の詳細、想定される撤去費用の額及び算出根拠、撤去費用の確保に関する

方法等について記載すること」とありますが、公募占用指針 p.11 には「事業者選定

後、選定事業者は撤去方法及び撤去費用の詳細な検討を行い～」とあります。 

このため、「撤去方法の詳細」については、事業者選定後に検討を実施することとし

て様式 3-1-11（別紙９）には記載不要と理解してよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

167 様式集 
様式 3-1-

11 

撤去方法の記載内容について、注記の一点目には、概要および詳細を記載すること

との記載がある一方、三点目には、公募時点では、撤去方法については、一部残置か

全て撤去するかを記載することと記載がされており、両者が相いれないことから、

「撤去の詳細」としてどのような記載を要求されているかがはっきりしません。 

本様式で要求されている記載事項は、「一部残置」または「全て撤去」という前提の

みを記載し、撤去方法の詳細（どれを残置するか、撤去の工法・手順等）は記載不要

という理解でよいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

168 様式集 
様式 3-1-

11 

本様式には、「公募占用指針第２章（５）3)「撤去に関する事項」を踏まえて、撤去

方法の概要、撤去方法の詳細、想定される撤去費用の額及び算出根拠、撤去費用の

確保に関する方法等について記載すること。」と記載すべき内容が言及されている

が、撤去方法の詳細はどのような内容を記載することを想定されているかご教示願

いたい。撤去方法については、一部残置を前提とするか、全て撤去するかのみを記

載すると理解しております。 

撤去方法については評価の対象ではなく、公募占用計画提出時におい

ては、一部残置を前提とするか、全て撤去するかのみを記載ください。 

169 様式集 
様式 3-1-

11 

12/18 の説明会での質疑応答では、撤去の方法、プロセス等の詳細な記述については

公募時の提出は不要とのことでしたので、 

・「撤去は一部残置を前提とする」または「全部撤去とする」との記載 

・費用は「海洋における施工費」の内訳を記載した上で 70%を乗じて記載 

の 2点のみでよろしいでしょうか。 

すなわち、様式 3-1-11 で具体的な記載が求められる項目の一つ目にある「撤去方法

の概要、撤去方法の詳細、想定される撤去費用の額及び算出根拠、撤去費用の確保

に関する方法等について記載すること」は、事業者選定後の公募占用計画変更にお

いて実施し、公募においては、項目の三つめにある「撤去方法については、一部残置

を前提とするか全て撤去するかを記載し、撤去費用の金額及びその算出根拠につい

ては、「海洋における施工費」の内訳を記載した上で 70%を乗じて算出した旨を記載

すること」のみを実施することで問題ないでしょうか。 

なお、撤去方法の詳細の記述が必要になるタイミングは、洋上工事開始前までの公

募占用計画変更申請時との理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 
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170 様式集 
様式 3-1-

12 

「金融庁の登録を受けた信用格付業者による金融機関の格付けを示す書類」につい

て、具体的にどのような書類を想定されているかご教示ください。各行が格付を公

表しているホームページの URL や画面コピー等で足りますでしょうか。または信用

格付業者による発行体格付のプレスリリース等を想定されておりますでしょうか。

（なお、格付レポート自体は購読料がかかる他、第三者の利用への転用を想定され

ていないため不適切との理解です。） 

各格付機関の公表している画面の写し、各金融機関が公表している HP

画面の写しまたは各格付機関の格付情報をまとめたものなどが想定

されますが、様式は自由です。 

171 様式集 
様式 3-1-

12 

「金融機関の自己資本比率等を示す書類」について、具体的にどのような書類を想

定されているかご教示ください。例えば、当該金融機関の公開されている決算書で

もよろしいでしょうか。 

各金融機関が公表している年次決算報告書（ディスクロージャー誌）

の該当箇所の写しや、各金融機関の自己資本比率の情報を整理いただ

いたものなどが想定されますが、様式は自由です。 

172 様式集 
様式 3-1-

12 

資金調達体制の概要として、「事業費、資本金額、出資者、出資比率、借入額、借入

形式、想定する金融機関等、債権を発行する場合はその種類及び発行条件」を記載

することとなっているが、それぞれの記載事項について根拠や考え方を別紙１０の

中で記述すれば良く、根拠の裏付けとなる資料の提出までは必須ではないとの理解

でよろしいでしょうか。 

様式 3-1-12 に例示している資料等の提出は必須ではありませんが、

事業実施に必要な資金の調達方法や収支計画が適切であり事業実現

可能性があるかという点が判断できるよう記載してください。 

173 様式集 
様式 3-1-

12 

収支計画において記載が求められる各種費用・項目の設定根拠、事業費および事業

費算定の考え方、根拠について、その裏付けとなる資料の提出までは必須ではない

との理解でよろしいでしょうか。 

同上 

174 様式集 
様式 3-1-

12 

収支計画において求められる、各費用についての資料の詳細の程度についてお聞か

せ下さい。総額で十分か、それとも、具体的に内訳を提示する必要がありますでし

ょうか。 

例えば、ウインドファーム全体の「建設費用」として、合計を提示することで十分で

しょうか。それとも、各主要コンポーネント（WTG、基礎、ケーブル等）に対する建

設費用がそれぞれ提示されることが期待されているのでしょうか。 

同上 

175 様式集 
様式 3-1-

12 

内部収益率（IRR）の計算方法についての質問です。 

五島市沖洋上風力公募に関するパブコメ No.218 およびその後の質疑にて、運転開始

日を起点とする税引前 P-IRR を記載するよう指示がされていますが、本公募におい

ても同じと理解してよろしいでしょうか。 

また、上記の場合、運転開始日以降のキャッシュフローのみを計算対象とすると、

運転開始日までのキャッシュフロー（建設費や、着工前の各種調査費等）が反映さ

れないこととなってしまうため、IRR が計算できません。IRR 計算上、運転開始日ま

でのキャッシュフローは、運転開始日に発生したと見做して計上する、という補正

をしなくてよろしいのでしょうか。 

運転開始日を起点とする税引前 P-IRR となるよう記載ください。 
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176 様式集 
様式 3-1-

12 

「2.収支計画」において「撤去費用（積立内容を含む）」とのことだが、積立内容を

含むとは何を記載することを想定されているのか。撤去費用の積立金額は海洋工事

に係る事業費の 70％と規定されているところ、積立内容を細かく記載する必要は無

いように思われる。海洋工事に係る事業費の 70％をいくらずつ何年間で積み立てる

事業計画になっているかを説明するということか？若しくは、規定としては海洋工

事に係る事業費の 70％だが、実態かかる費用を別途計算し、その内訳を記載する必

要があるということか？ 

海洋工事に係る事業費の 70％をいくらずつ何年間で積み立てる事業

計画になっているかを説明してください。 

177 様式集 
様式 3-1-

14 

「ソフトに係るサプライチェーン（運転、維持管理等のためのサプライチェーン等。

例えば、運転や維持管理のための人材の確保、物流体制の確保等）」とありますが、

ここでいう人材の確保とは、故障時などの緊急時対応における一時的な人材確保の

記載が求められているという理解でよいでしょうか。それとも、事業期間を通じた

継続的な人材確保の施策も記載がもとめられておりますでしょうか。 

電力の安定供給の観点から、緊急時対応のほか、運転や維持管理に関

わる人材の継続的な確保についても、実現可能な範囲で記載してくだ

さい。 

178 様式集 
様式 3-1-

14 

公募占用計画の別紙 12-1 及び 12－2 について、電力の安定供給や将来の価格低減

と、サプライチェーンの強靭化（国内又はそれと同等のもの）は両立し得ない局面

もあると考えます。かかる状況を踏まえた上で、電力の安定供給、将来の価格低減

とサプライチェーン強靭化（国内又はそれと同等のもの）を同一の様式で表現する

仕様としている背景をお知らせ下さい。また、この両者についてどのような観点で

評価を行うのかお知らせ下さい。 

評価の視点及び確認の方法については、公募占用指針第 8章（２）を

ご確認ください。 

179 様式集 
様式 3-1-

14 

公募占用計画別紙 12-1 及び 12-2 に記載のある記載例において「在庫日数」の例示

があるが、在庫日数を問う背景を教えて下さい。仮に特定の主要な部品の在庫日数

を記載する場合、それは長い方が高く評価されるのか、短い方が高く評価されるの

でしょうか。また、当該日数について国から事後モニタリングを受けることがある

場合、記載の在庫日数より長かった場合又は短かった場合のいずれが計画を順守し

ていないと認識されるのか、想定をお知らせ下さい。 

記載は例示であり、例示で示している記載項目を必須とするものでは

ありません。なお、計画と実際の在庫日数にずれが生じている場合で

も、それのみをもって計画を遵守していないとすることはなく、個別

の事情を考慮して判断します。 

180 様式集 
様式 3-1-

14 

公募占用計画別紙 12-1 及び 12-2 に記載の記載例に関し、サプライチェーンについ

ては必ずしも公募提出時点で決定しておらず、また、決定させない方が効率的・長

期的な運営に資する場合があり得ると考えます。また、サプライチェーンは単一の

候補に絞るよりも複数の候補を持っていた方が強靭なものになり得ると考えます。

サプライチェーンの早期確定と効率的サプライチェーンの構築の関係においてはど

のような観点で評価を行うのかお知らせいただけますでしょうか。 

サプライチェーン形成計画の記載事項に関する説明については、公募

占用指針第 8章（４）２）をご確認ください。 

181 様式集 
様式 3-1-

14 

公募占用計画別紙 12-1 及び 12-2 に記載の記載例に関し、部品点数が極めて多いた

めすべてを記載することはできない中、何の部品について記載することが期待され

ているかお示しいただけますでしょうか。事業者として重要と考えるものを記載す

る想定でしょうか。 

公募参加者として公募占用計画に記載可能なサプライチェーン形成

計画の範囲で記載ください。 

なお公募占用計画に記載された事項について、選定された事業者はそ

の履行義務がございます。 

182 様式集 
様式 3-2-

2 

【様式 3-2-2 公募占用計画認定申請書】に記載の公募占用計画の要旨には、企業名

の記載は可能でしょうか。もしくはマスキングが必要でしょうか。 
様式 3-1 と同様、企業名等は正本にのみ記載してください。 
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183 様式集 
様式 3-2-

4 

コンソーシアム名義で関心表明書を受領したあと、SPC を設立し、SPC 名義で公募の

応募者する場合、先に受領済みのコンソーシアム名義の関心表明書は有効となるの

か。また、関心表明書の SPC への継承が有効とするために必要な手続きがあればご

教示いただきたい。 

当該関心表明書が、設立された SPC に対しても有効であることを説明

できる資料を添付してください。 

184 様式集 
様式 3-2-

4 

様式 3-2-4 は、様式 3-1-3 にて協力企業の実績を評価対象とするために必要な書類

と理解しております。一方、実績の評価対象としてではなく、例えば委託先、再委託

先への発注の蓋然性を証明するために、別途任意様式により取得した関心表明を添

付することは可能でしょうか。事業計画の実現性の観点からは、発注予定先が事業

参画に協力する意向があることを証明することが必要と考えており、その証跡とし

て関心表明を取得し、添付したいと考えております。 

実績の評価対象としない協力企業については、関心表明書の添付は不

要です。 

185 様式集 
様式 3-2-

5 

「納付の方法」欄において、「2. 金融機関の発行する保証状提出」を採用する場合

の記載事項について、「保証状の番号」とあるが、様式集に記載の保証状（【様式 4-

2】・【様式 4-3】）には番号を示す欄がないように見受けられる。これは、金融機関に

て任意に採番することを想定しているのでしょうか。また、「保証状の概要」は、例

えば保証期間や保証金の金額を明記すれば足りると理解してよろしいでしょうか。 

「保証状の番号」については保証状に記載する必要はなく、様式 3-2-

5 においても記載する必要はありません。 

「保証状の概要」についてはご理解のとおりです。 

186 様式集 
様式 3-2-

7 

添付資料 1.「金融機関からの関心表明書又はコミットメントレター」について、当

該書類の有効期間を明記することが必要でしょうか。また、有効期間の有無又は期

間の長短によって評価に差がつく可能性があるか、または有効期間に要件があるか

ご教示ください。 

本事業のスケジュールを踏まえて金融機関からの関心表明書が提出

されることを期待しているものであるため、必ずしも有効期間を明示

的に記載していただく必要はなく、有効期間の有無によって評価に差

をもうけることは想定していません。 

187 様式集 
様式 3-2-

7 

添付資料 2.「当該金融機関の国内におけるプロジェクトファイナンス等の融資実績

を確認できる資料」について、様式自由とのことですが、当該金融機関の押印の有

無によって評価に差がつく可能性があるかご教示ください。 

押印の有無によって評価に差は設けません。 

188 様式集 
様式 3-2-

7 

＜添付資料＞として「３．金融機関の自己資本比率等を示す書類（様式自由）」があ

るが、公募占用計画提出時点で確認できる最新年度の自己資本比率のみ示せばよい

と理解してよろしいでしょうか。あるいは過去に遡って（直近過去３年・５年など）

推移を示す必要があるのでしょうか。 

金融機関の自己資本比率は、最新年度のみ、直近の推移いずれでも構

いません。 

189 様式集 
様式 3-2-

7 

「２.当該金融機関の国内におけるプロジェクトファイナンス等の融資実績を確認

できる資料（様式自由）」は、過去何年間の実績及び何件の実績が必要等、要件はあ

るか。 

特段の要件はございません。 

190 様式集 
様式 3-2-

7 

「３.金融機関の自己資本比率等を示す書類（様式自由）」は、過去何年分が必要か。

シンジケートローンの場合、リードアレンジャ―だけではなくシ団全行分が必要と

いう理解で良いか。" 

前者は、金融機関の自己資本比率は、最新年度のみ、直近の推移いず

れでも構いません。 

後者についてはご理解のとおりです。 
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191 様式集 様式 4-2 

様式 4-2 で定められた第一次保証金の保証状に記載する発行委託者についての質問

です。この様式では、「保証委託者」として、応募企業名または応募コンソーシアム

及び構成員名称」を記載するよう指定されていますが、保証委託者は、応募企業（SPC

を想定しています）の間接株主でも差し支えないでしょうか。具体的には、私たち

は、最終親会社である弊社から、その中間持株会社を経由して SPC に出資しており、

応募企業は SPC となります。SPC やその構成員である中間持株会社自身は与信力が

高くないので銀行保証状の発行を受けられないことから、最終親会社である弊社が

保証委託者となり、保証状の発行を銀行に依頼する予定ですので、これが公募ルー

ル上問題ないことを確認させていただきたいという意図です。パブコメ（区域共通）

256 番では、「SPC 構成員を発行依頼者とする保証状でも可」とご説明を頂いていま

すが、今回は、「SPC 構成員の株主」を保証差入委託者としたいが問題ないか、とい

う質問です。 

第一次保証金の保証状に記載する「保証委託者」には、応募企業の間

接株主は含みません。 

192 様式集 様式 4-2 

本様式では、「貴殿に対して保証委託者が納付すべき入札保証金（以下「第１次保証

金」といいます。）（その金額及び対象となる保証金の内容については、下記のとお

りとします。）の支払債務について、下記の保証期間にわたり、連帯して保証いたし

ます。」と記載されています。当該記載は、第１次保証金の全額ではなく一部の金額

について保証状を出すことを妨げるものではなく、その場合であっても文言の修正

は必要ないことをご確認頂ければ幸いです。また、「連帯して」は、保証委託者と連

帯して保証する（他の保証人と連帯するという意味ではない）という理解ですが、

ご確認頂ければ幸いです。第２・３次保証金の保証状の様式についてもご確認させ

て頂ければ幸いです。 

一部の金額についての保証状とする場合、保証金の金額を明示してく

ださい。 

後段はご理解のとおりです。 

193 
賃貸借契約書

（案） 
全般 

埠頭は陸上風力案件、近隣サプライチェーンにも活用の可能性が考えられますが、

洋上風力案件以外の利用について、港湾管理者が利用期間、費用負担を調整するこ

とは検討されているのでしょうか。 

港湾法上、国が直轄工事を行った埠頭については、港湾区域内水域等

の占用を行う事業者または選定事業者のみに貸し付けることとして

いるため、洋上風力案件以外の利用は想定していません。 

194 
賃貸借契約書

（案） 
全般 

岸壁貸付料に関する資料開示が本 Q＆Aプロセスの締め切り直前であったため、岸壁

貸付料に関しては追加で Q&A・調整の機会を設けていただくようお願いいたします。 

海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書（案）にか

かる疑問点等ある場合は国土交通省港湾局ＨＰに記載の連絡先まで

ご連絡ください。なお、本公募手続きに関すること等の個別質問につ

いてはお答えできません。 

195 
賃貸借契約書

（案） 
全般 

先行する港湾案件と今般の一般海域公募案件において、港湾の貸付料にかかる制度

の違いはどのように調整される想定でしょうか。例えば、秋田港については、秋田

港能代港案件と由利本荘案件でどう調整されますでしょうか。 

事業を行う上で順守しなければならない計画等に関する規定ぶりが

違うのみで、契約書の建付けは同様です。 

196 
賃貸借契約書

（案） 
第 1条 

本契約の更新については、都度国土交通省様、港湾管理者様と協議するという理解

で宜しいでしょうか。 
ご理解のとおりです。 
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197 
賃貸借契約書

（案） 
第 1条 

貸付物件全体が共有甲及び乙の共有でなければ（第 37 条では「それぞれ」とあるこ

とから個別に貸付物件の一部を所有していることを窺わせます。）、返還義務等の相

手方を明確にするため、貸付物件の概要及び甲所有部分及び乙所有部分の特定が必

要と考えます（そうでなければ甲又は乙のいずれか一方に対して貸付物件全体の返

還等をした場合には丙は免責される旨の規定が必要と考えられます。）。別添 1（様式

には別添がありません。）にはそれぞれの貸付物件の所有者も記載される予定でしょ

うか。 

別表１及び別紙２にて所有者の別が認識できるよう、記載していく予

定です。 

198 
賃貸借契約書

（案） 
第 1条 賃貸借契約締結以前の文書は具体的にどのようなものが想定されるでしょうか。 例えば、港湾管理者との間における覚書などが想定されます。 

199 
賃貸借契約書

（案） 
第 2条 

「貸付物件として通常有すべき性質や状態に欠けることがあっても、丙は、甲及び

乙に対し、名目の如何を問わず一切の異議申し立て、請求等をしないものとする。」

という規定がありますが、貸付物件として通常有すべき性質や状態に欠けることが

ある場合は提案した事業内容が当然に変更できるべきであると考えますが、そのよ

うな理解でよろしいでしょうか。また、貸付物件の現状が不明であることに起因し

て事業が計画通りに進行せず遅延が生じた場合等については、事業者の責めに帰さ

ないものとして FIT 期間延長等の措置が講じられるという理解でよろしいでしょう

か。 

 

丙の施設利用に係る支障については、第２条第２項による係争におい

て、第三者との間で解決していくものと想定しており、丙と第三者と

の間に係争が生じた場合、当該係争の解決に向け、甲・乙は情報提供

等の協力を行うこととしています。 

200 
賃貸借契約書

（案） 
第 2条 

後発の「他の賃借人」との案分は、支払い済みの金額の有無にかかわらず、当初の投

資金額（例えば由利本荘市沖であれば 40 億円）をベースに再度出力案分されるとい

う認識でよろしいでしょうか？ 

貴見のとおりです。ただし、再度出力案分した貸付料を支払い済み額

が超過した場合であっても還付は致しません。 

201 
賃貸借契約書

（案） 
第 3条 

賃貸借契約の始期は、FIT 認定直後になるでしょうか。それとも FIT 認定後、占用許

可までのいずれかの時点ということになるでしょうか。賃貸借契約の締結の先後に

よって不当な結果とならないよう締結時期は確定している必要があると考えます。 

公募占用計画の認定から対象埠頭を使用するまでの間に契約を締結

する必要があります。 

202 
賃貸借契約書

（案） 
第 3条 

「丙は、本契約の期間中、貸与物件の安全かつ円滑な使用を確保するため、他の賃

借人が貸付物件を独占排他的に使用する期間を除き、貸与物件の維持管理等を行

う。」とありますが、独占排他的な事業者がいない場合は、基本的には、後発で利用

する事業者も含めて、維持管理を負担するという理解でよろしいでしょうか？ 

ご理解のとおりです。 

203 
賃貸借契約書

（案） 
第 6条 

賃借権への担保設定に関する予めの承諾が規定されていない一方で、明示的に排除

もされていませんが、賃借権への担保設定は可能と理解してもよろしいでしょうか。 

第６条第２項において、賃借権の登記を行ってはならないと規定して

います。 

204 
賃貸借契約書

（案） 
第 6条 

「当該借入のために貸し付けられた港湾施設に自己の権原によって附属させた物」

とは、貸付物件に建築した「工作物等」（5条 2項の定義語。「タワースタンド等の工

作物、仮設の倉庫及び仮設の事務所」）に限られ、貸付物件上に存在する機械設備、

部品その他の動産で、貸付物件からの取り外しが容易に可能なものは含まれないと

いう理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 
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205 
賃貸借契約書

（案） 
第 7条 

緊急工事等（＝「契約の期間内に発生した緊急の大規模修繕等」）のための独占排他

的な使用については、必要が生じたときに速やかに申し出とされておりますが、事

業計画上予め予定された大規模修繕のスケジュールについては、例えば 10 年後のよ

うに相当に将来の期間であっても、「緊急工事等期間」として、予め独占排他的な使

用権原を確保しておくことが可能でしょうか。 

具体的な計画を確認の上、必要性を判断致します。 

206 
賃貸借契約書

（案） 
第 7条 

「独占排他的な使用の申請の期間が、貸付物件にかかる先行する他の賃貸借契約に

定める独占排他的な使用の期間と重複するときは、先行する契約が優先するものと

する。」とされています。この優先される「先行する契約」とは、各賃貸借契約の締

結日の先後のみで決定されるのではないとの理解ですが、どのように決定されるの

でしょうか。 

この点、同一の貸付物件に対して、賃貸借契約 A と賃貸借契約 B が存在し、賃貸借

契約 A の締結日が先である場合において、賃貸借契約 B の賃借人 B が、賃貸借契約

Aに基づく独占排他的な使用期間と重ならないように、設置期間、撤去期間、緊急工

事等期間の独占排他的な使用期間を定めた後で、賃貸借契約 A の賃借人 A がその独

占排他的な使用期間を事後的に変更しようとする場合（7条 3項）、賃貸借契約 Bの

方が締結日は後であっても、当該期間における独占排他的な使用については先に確

保していたため、賃貸借契約 B が「先行する契約」として優先されるという理解で

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

207 
賃貸借契約書

（案） 
第 7条 

第 7 条第 1 項乃至第 3 項に係る独占排他的な使用の申請の期間が、貸付物件にかか

る先行する他の賃貸借契約に定める独占排他的な使用の期間と重複するときは、「先

行する契約」が優先するものとされていますが、具体的にどのようなケースで「先

行する契約」が優先することになるのかが不明です。「緊急工事等」のための独占排

他的使用の申請に係る期間が、先行して本貸付契約を賃借した事業者における設置

期間、撤去期間又は先行して当局の承諾を得た緊急工事等期間と重複した場合で、

かつ使用範囲も重複した場合に限り、かかる先行事業者による利用が優先するとい

う趣旨でよいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

208 
賃貸借契約書

（案） 
第 9条 

第９条「なお、次の第一号に示した金額は本契約締結時点での予算額であり、清算

完了後に契約変更を行い、金額を確定するものとする。」とありますが、金額はどの

ように、いつ、確定されるのでしょうか。清算完了とは具体的に何を指しますでし

ょうか。 

当該埠頭の整備工事が完了した段階で精算を行い金額が確定となり

ます。 

209 
賃貸借契約書

（案） 
第 9条 

海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書（案）第 9 条には 貸付

料の額の算定方法に記載の「投資金額」とは、今回の海洋再エネ法に基づく利用の

ための整備に関する投資金額という理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

210 
賃貸借契約書

（案） 
第 9条 

甲及び乙に対する均等分割払いの期間が異なる場合とはどのような場合か（どのよ

うな場合に異なり得るのか）ご教示頂ければ幸いです。 

甲に対する支払い期間は 20 年ですが、乙に対する支払い期間は乙に

より異なり得るものとの想定です。 
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211 
賃貸借契約書

（案） 
第 9条 

貸付料を構成する「係留施設の貸付料」（9条 1項）と「荷さばき施設及び保管施設

の貸付料」（9条 2項）のうち、前者は甲乙の投資額で決定されるとしております。 

9 条 4項・5項では、丙は支払済みの貸付料について返還請求、損害賠償請求その他

一切の請求を行うことができないとされておりますが、先行する賃借人が、「係留施

設の貸付料」について全額支払った後、新たな他の賃借人が甲乙との間で賃貸借契

約を締結した場合、甲乙から追加の投資金額がなかったとすると、新たな他の賃借

人は、「係留施設の貸付料」を負担することを要せず、「荷さばき施設及び保管施設

の貸付料」のみを支払うということになりますでしょうか。 

 

係留施設に関する投資金額回収後の貸付料については、現時点では公

共岸壁使用料（当該港湾の港湾管理条例により規定）を参考とし、貸

付料を設定することを想定していますが、今後の状況を加味して決定

することとなります。 

212 
賃貸借契約書

（案） 
第 10 条 

10 条 1 項では、貸付物件の貸付料の額として、9 条 1 項に定める係留施設の貸付料

及び同条 2 項に定める荷さばき施設及び保管施設の貸付料の金額を合わせて、確定

した金額を記載する体裁となっております。 

他方、9条 1項柱書では、係留施設の貸付料の金額について、「なお、次の第一号に

示した金額は本契約締結時点での予算額であり、清算完了後に契約変更を行い、金

額を確定するものとする。」とされ、係留施設の貸付料の金額が本契約締結後に見直

される可能性が示されております。 

上記に関して、10 条 1 項における貸付料の具体的な金額の記載にかかわらず、9 条

1 項柱書に基づく係留施設の貸付料の金額の清算完了後の見直しによって、貸付物

件の貸付料が契約締結後に丙の承諾なく一方的に変更され得るのでしょうか。 

 

また、9条 4項・5項では、丙は支払済みの貸付料について返還請求、損害賠償請求

その他一切の請求を行うことができないとされています。もし、上記のとおり、貸

付物件の貸付料自体が事後的に見直され、減額される場合であっても、丙は払い過

ぎた貸付料の返還を求めることが許容されないことになるのか、ご確認下さい。 

貸付料の額の変更については、第 11 条第 2 項の規定による手続きを

行います。 

投資金額の変更により算出された貸付料を支払済み額が超過した場

合、返還請求できないことはご理解のとおりです。 

213 
賃貸借契約書

（案） 
第 10 条 

第10条 2項二の乙の年間支払い料の計算部分においてｘｘｘ年間で除した額のｘｘ

ｘが空欄ですが、この年数はどのように設定するのでしょうか。 
乙が設定することとなります。 

214 
賃貸借契約書

（案） 
第 14 条 

第 14 条に定める契約保証金とは、指針に記載されている岸壁貸付料の金額（秋田港

については 15 億＋25 億円）を示しているのでしょうか。あるいは、貸付料と別に契

約保証金が必要となるということでしょうか。その場合、契約保証金はいくらでし

ょうか。複数の港湾間でどのような算定根拠で算定されるのでしょうか。契約保証

金 LC や原状回復 LC についても、1年ごと等、短期の LC を更新する形式が認められ

るという理解でよろしいでしょうか。 

契約保証を付さなければならない対象金額は、貸付物件に係る初めて

の賃借人であり、かつ他の賃借人が無い場合に限り、第 9条第 1項第

一号に定める投資金額及び第9条第 2項第一号に定める＿＿金額の合

計額からすでに支払った年間支払額の額を減じた額となります。秋田

港の場合では約15億円＋約 25億円から支払い済み額を減じた額とな

ります。 

契約保証金 LC や原状回復 LC については、ロールオーバーが可能で

す。 

215 
賃貸借契約書

（案） 
第 14 条 

契約保証金を納付した場合、これを貸付料の支払いに充当することはできないでし

ょうか。 

充当はできません。ただし、年間支払額を納付後において、納付した

契約保証金の額を減額することは可能です。 
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216 
賃貸借契約書

（案） 
第 14 条 

保証の納付方法について、当初は、保証の額全額に係る金融機関等の保証（第 3号）

のみを付し、その後、契約期間中に、契約保証金の一部納付（第 1 号）と金融機関

等の保証（第 3 号）を併用して保証の額全額に係る保証を付すという方法は可能で

しょうか。 

第 14 条において、「次の各号のいずれかに掲げる保証」と規定してい

るため、原則、併用は想定しておりません。 

217 
賃貸借契約書

（案） 
第 14 条 

第 35 条第 3項と同様、契約終了時に未履行の債務が存在しない場合には、返還され

るという理解でよろしいでしょうか。 
ご理解のとおりです。 

218 
賃貸借契約書

（案） 
第 17 条 

海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書（案）第 17 条 1 につい

て、複数の賃借人が存在する場合、全ての賃借人が各賃貸借契約の契約期間を通じ

て、貸付物件を良好な状態に維持する義務を負うのでしょうか。少なくとも、第 21 

条第 1 項と同様に、他の賃借人が独占排他的な使用を許されている間に関しては、

他の賃借人のみが維持義務を負う形にしていただけないでしょうか。 

他の賃借人が独占排他的に使用する期間は、他の賃借人のみが維持管

理等を行うこととなります。 

219 
賃貸借契約書

（案） 
第 18 条 

第 18 条において、「丙は、貸付物件の使用に当たってその前面泊地及びその海底面

を使用する場合は、使用に先立ち海底面の現状把握を行ったうえで、係留施設の構

造の安定が損なわれないよう、必要な措置を講じなければならない。２ 丙は、設置

等に係る工事の完了後に貸付物件の独占排他的な使用を終了するに当たっては、甲

及び乙の指示に従い海底面の原状回復を行い、甲及び乙の検査を受けなければなら

ない。」とありますが、丙が現状把握を行うため甲及び乙が原状回復の適切な「指示」

を行うことは困難ではないでしょうか。また、丙は現状把握の結果必要と考える工

事等を甲及び乙の許可なく実施可能という理解でよろしいでしょうか。 

本項の「原状回復」とは、貸付物件を使用前の状態に回復することを

指すため、適切な指示は可能と考えています。 

工事等については、貸付物件の一部であれば、第 24 条第 1 項による

承諾が必要であり、また、水域施設の改良を行うため、港湾法第 37条

第 1項による許可が必要です。 

220 
賃貸借契約書

（案） 
第 19 条 

協議会は、再エネ海域利用法上の協議会とは別のものと理解しております。協議会

の構成員をご教示ください。 

各港により構成員に違いはありますが、主な構成員は、地方整備局（事

務所）、都道府県、海上保安部、税関、港湾関係事業者です。具体的に

は、当該港湾を所管する地方整備局港湾空港部にお尋ねください。 

221 
賃貸借契約書

（案） 
第 20 条 

「統計法に基づく港湾調査規則により乙が実施する港湾調査に協力しなければなら

ない」とありますが、具体的にどのような協力が求められることになりますでしょ

うか。 

係留状況の報告等が求められます。詳しくは港湾管理者に問い合わせ

ください。 

222 
賃貸借契約書

（案） 
第 21 条 

他の賃借人が独占排他的に使用する期間以外の期間について、丙が貸付物件の維持

管理等を行うとされていますが、この維持管理等として具体的にいかなる業務を想

定されておりますでしょうか。 

独占排他的期間以外の期間においては、日常的な目視点検及び清掃並

びに維持管理計画に基づく一般定期点検診断等の業務を想定してい

ます。 

223 
賃貸借契約書

（案） 
第 27 条 

27 条で規定される復旧等については、事業の長期継続に十分な仕様を充たす水準で

修繕等がなされると理解してよろしいでしょうか。 

災害復旧事業は、原状回復を目的としているため、ご理解のとおりと

なります。 

224 
賃貸借契約書

（案） 
第 27 条 

海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書（案）第 27 条について、

災害による復旧に係る費用は甲及び乙負担という理解でよろしいでしょうか。 

別表２の「経費の負担区分」において、災害時の復旧については、「甲、

乙又は丙（保険の限度額内に限る。）の負担」と記載しています。 
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225 
賃貸借契約書

（案） 
第 27 条 

海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭賃貸借契約書（案）第 27 条 2 につい

て、①他の賃借人が独占排他的に使用する期間については、当該他の賃借人が災害

の発生による被害の防止のために必要な措置を講じることを怠った場合に限り、当

該他の賃借人のみがその費用を負担するという理解でよいでしょうか。 

第 21 条第 5 項の調整により、賃借人である事業者間で経費の負担方

法等を定めていくことと想定しています。 

226 
賃貸借契約書

（案） 
第 27 条 

「丙が災害の発生による被害の防止のために必要な措置を講じることを怠った場

合」と規定されておりますのが、維持管理計画（17 条 1項）に当該「災害の発生に

よる被害の防止のために必要な措置」に関しても記載がなされているという理解で

よろしいでしょうか。 

維持管理計画書には、施設が有しておかなければならない性能につい

て記載しており、当該性能を確保するための点検項目等を示していま

す。 

227 
賃貸借契約書

（案） 
第 28 条 

丙の帰責事由により貸付物件に滅失・き損を生じさせ、丙が原状回復に応じず、甲

乙が原状回復を行った場合に、丙は、「貸付物件に存する構築物等並びに＿＿沖にお

ける海洋再生可能エネルギー発電事業に係る一切の資機材」についての所有権を放

棄するとされております。 

この「貸付物件に存する」は、「構築物等」のみならず、後段の「＿＿沖における海

洋再生可能エネルギー発電事業に係る一切の資機材」にも掛かっており、所有権放

棄の対象となり得るのはあくまで貸付物件上に存するものに限られるとの理解です

が、かかる理解でよいか、ご確認下さい。 

なお、同様の文言が 34条 2項の、独占排他的な使用の終了後の原状回復に従わない

場合にも規定されておりますが、上記の点は、34 条 2項についても同様です。 

ご理解のとおりです。 

228 
賃貸借契約書

（案） 
第 31 条 

パブコメ結果で新型コロナウイルス感染症への対応について、FIT 期間の延長など

について例外があり得るとのことでしたが、「感染症のまん延」を含む本条に基づく

緊急時の指示があった場合に FIT 期間の延長は認められるかご確認ください。 

本条に基づく指示によって、どの程度、どのような影響が生じ、どう

いう因果関係で、ＦＩＴ延長が必要となるか、具体的な内容が不明で

あるため、現段階で判断できません。 

229 
賃貸借契約書

（案） 
第 35 条 

保証の納付方法について、当初は、原状回復に要する額全額に係る金融機関等の保

証（第 3 号）のみを付し、その後、契約期間中に、原状回復費用相当の現金の一部

納付（第 1 号）又は積立（第 4 号）と金融機関等の保証（第 3 号）を併用して原状

回復に要する額全額に係る保証を付すという方法は可能でしょうか。 

第 35 条において、「次の各号のいずれかに掲げる保証」と規定してい

るため、原則、併用は想定しておりません。 
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230 
賃貸借契約書

（案） 
第 44 条 

甲乙が「必要と認めた場合」に、丙に対して融資等を行う金融機関等との間で協定

書（直接協定）を締結するとされております。 

この点、丙は、その金融機関等から本契約に関して上記のような直接協定の締結を

求められる事態が想定されますが、丙又はその金融機関等が甲乙に対して要請した

場合には、かかる直接協定の締結は原則として許容されるという理解でよろしいで

しょうか。 

44 条には、直接協定の内容として、1号乃至 3号が挙げられておりますが、他にも、

金融機関等からは、以下のような事項について規定することが求められる予想され

ます。これらについても直接協定に規定することをご承諾頂けますでしょうか。 

- 本契約を解除する前の協議期間として、一定日数（例えば、60 日）以上とするこ

と。 

- 協議期間中は、甲乙は、本契約を解除その他終了させることができないこと。 

- 金融機関等が担保権を実行して、海洋再生可能エネルギー発電事業に係る資産及

び契約関係を、丙以外の第三者に承継させる場合、甲乙は、本契約の当該第三者へ

の承継についても承諾し、必要な手続きに協力すること。 

丙又はその金融機関等が協定書を希望する場合には、甲及び乙にご相

談ください。プロジェクトファイナンスのために必要である等、協定

書の必要性が確認できれば、協定書の目的の範囲内で内容の相談をさ

せていただきます。なお、協定書においては契約書の内容を上書きす

るような内容や、甲乙のみの負担になるような内容の記載をすること

はできませんので、あらかじめご承知おきください。 

231 
賃貸借契約書

（案） 
別紙 3 

支払限度額を 5 億円と設定されている根拠をお知らせください。全ての基地港湾に

ついて同様の金額という想定でしょうか。 

規模感を把握していただくため例示として記載しているものであり、

すべての基地港湾を対象とした金額ではありません。貸付物件全体が

損傷した際、最低限必要となる復旧費用を算出することになります。 

232 その他  

運転開始日以前に商業運転は不可ということだが、仮に施工が困難な冬季を跨ぐ場

合、風車の安全性を確保するためにも運転することが適切な場合もある。①電力会

社への無償供給、または②卸電力取引所を介さない特定の事業所・企業への有償供

給は可能か。 

①については可能です。②については No.3 の回答をご覧ください。 

233 その他  

パブコメの回答において、区域共通（別紙１）の他、別紙 2～4では区域に分けて回

答いただいている。区域別の回答は、当該区域のみに適用されるとの理解で相違な

いか。（例えば、別紙 2のみで記述のある事項は、千葉銚子沖には該当しない） 

基本的には御理解のとおりです。 

234 その他  

パブコメ No.664,691,693 について、事業収支計画上、発電側基本料金に関する情報

が必要となりますため、公募における発電側基本料金の取扱いの方針が公表される

時期をご教示ください。 

現在、発電側基本料金は制度設計中であり、回答は差し控えさせてい

ただきます。 

235 その他  
試運転売電を想定していないとパブコメでも回答ありましたが、理由をご教示いた

だきたい。 
No.3 の回答をご覧ください。 
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＜秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖＞ 

番号 該当箇所 質問 回答 

236 公募占用指針 第 3章（1） 

「東北地方整備局へ支払う貸付料は 50 億円（最長 20 年の均等分割払い）、秋田県へ

支払う貸付料は 50 億円（最長 20 年の均等分割払い）を基礎として、同港湾施設の

賃貸借契約を締結する他の風力発電事業者の出力量とで按分した額を、本公募の選

定事業者が負担することを基本とする（他の風力発電事業者と契約を締結する都度、

貸付料を更新する。）。」とありますが、公募に際しての事業計画上の貸付料の按分率

は、2020 年 11 月４日の日本風力発電協会における説明会での国の回答どおり、各事

業者が独自に想定の上設定するとの理解でよろしいでしょうか。 

貸付料の毎年度の支払額を設定するためには、他事業者との契約時

期・出力量の設定が必要となりますが、この点は各事業者が独自に想

定の上、設定ください。なお、極端に妥当性を欠く場合は評価を減じ

る場合があります。 

237 公募占用指針 第 6章（2） 

能代港以外の港湾設備の活用について 

１）公募占用指針別添３で定義されている「能代港大森埠頭」以外の能代港内の埠

頭を利用する場合にも、「能代港以外を活用する場合は～」に記載された手続き及び

書面の添付が必要になるのでしょうか。 

２）能代港大森埠頭以外の港湾設備（能代港内の埠頭を含む）の賃貸料に関しては、

施設管理者と個別協議を行い、決定するとの理解でよろしいでしょうか。 

３）地耐力等の構造上の利用可能性を検討することが求められていますが、構造上

の利用可能性の検討の具体的な内容をご教示ください。 

１）、２）についてはご理解のとおりです。 

３）については、取り扱う部材に対して埠頭の地耐力が見合うもので

あるのか等を検討ください。 

238 公募占用指針 第 6章（2） 

「能代港を活用する場合は、東北地方整備局及び港湾管理者（秋田県）に対して港

湾施設の利用条件の確認、希望する利用スケジュール等の通知を行い、利用可能で

あることを確認した結果を記載すること。」と記載されておりますが、利用スケジュ

ールは、開発期間、建設期間及び運転期間（試運転期間含む）に加えて、撤去期間も

考慮する必要があるという理解で宜しかったでしょうか。また、撤去は運転開始か

ら 20 年以上先になるため、技術革新等の影響により、想定していた利用スケジュー

ルから変更になる可能性がありますが、利用スケジュールが変更となった場合は、

適時東北地方整備局及び港湾管理者（秋田県）と利用可否について協議することに

なるという理解で宜しかったでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

239 公募占用指針 第 6章（2） 

「地域経済への波及効果の見込み（地元雇用がどの地域にどの程度増加するか、地

元に工場等がどの程度つくられ、どの程度投資が促進するか、地元の物流拠点等を

どの程度利用するか等）」 に関して地域の定義は「能代市、三種町、男鹿市、及び秋

田県」とされていると理解しているが、「能代市、三種町、男鹿市」と「それ以外の

秋田県」は同等に評価されるのか。 

公募占用指針の記載を踏まえて相対的に評価します。 

240 公募占用指針 第 9章（3） 

秋田県由利本荘市沖および秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖の促進区域は、陸側

の境界線が示されていないが、送電ケーブル及びチェーンの総長に含まれるのは、

海岸線までという理解で良いか。また、根拠とする海岸線のデータ出典等の指定は

あるか。 

海岸線は陸域と水域の境界を直近の春分及び秋分の満潮位とし、様式

には当該境界までの総長を記載して下さい。 
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241 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

各年度の基金への出捐等の額、使途その他地域や漁業との協調・共生策の実施に必

要な事項については、選定事業者が協議会構成員に対し必要な協議をすること、と

記載あるが、協議会の中で、どのように決議されるのか（多数決なのか等の決議要

件）に就きご教示頂きたい。 

現時点では決議要件については未定です。 

242 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

基金の出捐等の規模については売電収入の 0.5%目安、各年度の出捐金額の額につい

ては必要な協議をするとあるが、協議の結果によっては年間の出捐金額が 0.5%以上

となる可能性もあるということか。 

仮に毎年の協議会との協議に合意できなかった場合、事業の中断を要求されるとい

った可能性はあるのか。 

「基金への出捐等の規模（総額）については、２０年間の売電収入と

見込まれる額の０．５％を目安」としているものであり、年間の出捐

金額は必ずしも一律になることは想定していません。 

なお、海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライ

ンに記載のとおり、公募で選定された選定事業者は協議会の構成員と

なります。 

243 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

 「基金への出捐等の規模（総額）については、20 年間の売電収入と見込まれる額

の 0.5％を目安とする。また、各年度の基金への出捐等の額、使途、その他地域や漁

業との協調・共生策の実施に必要な事項については、選定事業者が協議会構成員に

対して必要な協議をすることと」 と記載あるが、公募占用計画の資金計画の中で

事業者が記載した基金への出捐等の規模の「総額」に関し、事業期間終了までに、基

金への出捐等の総額の実績が、当初事業者が計画していた総額を結果として超えた

金額は事業者の負担となるのか御教示いただきたい。或いは、各年度の協議会構成

員との協議の際、公募占用計画提出時に事業者が計算した基金への出捐等の「総額」

が出捐金額の上限になるか、御教示いただきたい。 

具体的な基金への出捐金額など基金の運用詳細については事業者選

定後の協議会において議論し決定されるものと考えます。 

244 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

毎年の協議会との基金の出捐額の決め方は年間売電収入の 0.5%といったようなパー

センテージ（割合）で決めるのか、もしくは具体的な額面（例：年間売電収入の 0.5％

と見込まれる具体的な金額＝絶対値）で決定するのかどちらとなるのかご教示頂き

たい。 

仮に、事業者が公募占用計画上、基金への出捐等のパーセンテージを 0.5％で提案

し、且つ毎年の基金への出捐額はパーセンテージ（割合）で各年決まるとなった場

合、当該年の基金への出捐の割合は年間売電収入の 0.5％が上限となるのか、もしく

は各年割合は異なり、事業期間中の割合を平均して 0.5%を上限となるようにするの

か（例：0.7％となる年もあるが0.3％となる年もあり期間によっては出捐の額が0.5%

を上回る場合もあるのか）ご教示頂きたい。 

同上 

245 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

発電量は各年で変動するが、仮に毎年額面（具体的な金額）で協議会と基金の出捐

金額を決定する場合、売電収入が計画に達しなかった場合であっても、協議会と合

意した金額を支払う必要があるのか。或いは売電収入が計画を下回った場合には出

捐額も変更が出来るのか。また、計画値を上回った場合の取り扱いに就いても御教

示いただきたい。 

同上 

246 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

基金への出捐金額の上限は設けられるのか否か。公募占用計画に事業者が記載した

出捐金額を上回って支払うケースは有り得るのか、御教示頂きたい。 
同上 
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247 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

公平性や地元との合意形成の観点からも、基金出捐スケジュールを示していただき

たい。事業者としても、協議会や漁業関係者の要望を最大限踏まえた提案を差し上

げるべく、基金の金額や時期について協議会より提示いただきたい。 

同上 

248 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

基金の出捐先となる対象組織をご教示ください。また、出捐された基金を各対象組

織にどのような割合で配分する予定かについても合わせてご教示ください。 

基金の設置者は、事業者選定後の協議会において議論することとなり

ます。 

249 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

「選定事業者は、発電事業による漁業への影響について十分に配慮するため、漁業

影響調査を行うこと。漁業影響調査は、原則として発電事業の実施前の調査を含む

ものとし、その具体的方法及び時期については関係漁業者、学識経験者及び地元自

治体の意見を聴取するとともに、その意向・助言を尊重すること。」とあるが、一方

で 12 月 24 日に開催された協議会構成員による説明会では、漁業影響調査の具体的

方法等は「事業者決定前に決める」というご説明があったが、地元関係者との接触

禁止のルールがあるところ、いつ、どのような形で協議して決めるのかをご教示く

ださい。 

風車の設置に同意出来ない場所については、漁協からは現段階で一律

にお示しすることはできないと申し上げており、結論としては、協議

会意見とりまとめに書いてあるとおり、洋上風力発電設備等の設置位

置については選定事業者が漁業への影響を十分に考慮し、関係漁業者

への丁寧な説明と協議を行うこととします。したがって公募期間中に

風車の設置位置について関係漁業者と協議することは想定していま

せん。 

250 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

パブリックコメント No. 726、767 において「基金への出捐の時期は、基金の具体的

な使途や事業者の事由も踏まえて、事業者選定後に協議会構成員や基金設置者との

調整を経て確定するものと考えております。」との回答だが、事業計画立案時に織り

込んだ出捐時期を公募後に変えることが可能という理解で良いか。回答の通り、基

金への出捐時期やその内容については協議会構成員や基金設置者との協議により最

適な時期・内容で行うべきものと考えており、事業計画に織り込む出捐時期・金額

はあくまでも現状想定ということで変更可能との理解で良いか。 

ご理解のとおりです。 

251 その他  

12 月 24 日に開催された協議会構成員による説明会のなかで、「促進区域内であれば

どこでも風車が設置できるわけではない、事前に相談して欲しい」というご説明が

あったが、地元関係者との接触禁止のルールがあるところ、いつ、どのような形で

事前に相談すべきか、ご教示ください。 

風車の設置に同意出来ない場所については、漁協からは現段階で一律

にお示しすることはできないと言われており、結論としては、協議会

意見とりまとめに書いてあるとおり、洋上風力発電設備等の設置位置

については選定事業者が漁業への影響を十分に考慮し、関係漁業者へ

の丁寧な説明と協議を行うこととします。したがって公募期間中に風

車の設置位置について関係漁業者と協議することは想定していませ

ん。 

252 その他  

12 月 24 日の協議会構成員による説明会において、漁業者より、風車の設置位置につ

いては漁業の操業実態に応じて調整が必要であり、場合によっては公募選定後に風

車位置の変更を要望することも有りうる旨のご説明を頂きました。 

事業者として漁業者のご意向を尊重すべきと考える一方、公募選定後に風車位置変

更や風車数削減が必要になった場合、事業計画に多大な影響を及ぼすことが想定さ

れます。 

このような場合には、売電単価の増額見直しを含む公募占用計画の変更を認めて頂

けると想定してもよろしいのでしょうか。 

供給価格の増額は、公募占用計画の評価が下がる変更となるため、原

則として認められません。 
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253 その他  

基金への出捐は事業計画上の売電収入によって確定するのではなく、今後の実際の

売電収入の実績に基づき（事業計画を基に算出された金額を出捐するわけでなく、

売電収入が減った場合も含め実際の売電収入で金額を出捐）協議会で議論するとい

う理解で良いか。  

御指摘の地域・漁業共生策の基金に関する詳細の内容については、事

業者選定後の協議会において議論し決定されるものと考えます。 
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＜秋田県由利本荘市沖（北側・南側）＞ 

番号 該当箇所 質問 回答 

254 公募占用指針 第 3章（1） 

由利本荘沖の北側と南側で、それぞれ異なる事業者が選定された場合、基地港の利

用が輻輳しスペース不足が想定されるが、その場合の対応は考えられておりますで

しょうか。 

ご指摘のケースを含め、同時期に公募した案件で使用時期の重複があ

った場合には、当該事業者と国との間で必要な協議を行います。 

255 公募占用指針 第 8章（5） 

パブリックコメント 757 の回答にはトップランナーの評価に際しては、「供給価格

及び事業実現性に関する評価は各区域毎ではなく全区域の提案をそれぞれ相対的に

評価」とあることから北側・南側・一括提案の区別な くトップランナーを 1 者選

ぶと解され、これは 8 月 28 日の第 6 回大量導入・次世代電力ネットワーク小委

員会洋上風力促進ワーキンググループ交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力

促進小委員会 合同会議にて、 2 区域まとめた公募実施にあたっては両区域一括提

案についても、片側提案についても「それぞれを 240 点満点で相対的に評価」と整

理された評価方法に 合致すると考え られます 。しかるにパブリックコメント 419 

の回答にある、トップランナーの評価に際しては「北側、南側、一括提案のそれぞれ

の区域毎に評価を実施し、評価点で相対比較を行」うと整理されるの相対比較を行」

うと整理されるのは、仮に同一の事業者が一括提案及び片側提案を同一内容で提出

した場合、当該事業者の一括提案の「事業計画の実現性」の項目がトップランナー

評価されたとしても内容が同一であることをもって、当該事業者の片側提案がトッ

プランナーと評価されず、評価は「北側、南側、一括提案のそれぞれの区域毎に」行

うとの整理を示すとの理解で よろしいで しょうか 。 

御理解のとおりです。 

256 公募占用指針 第 8章（5） 

FIT 認定から 8年以内に、東北電力ネットワークによる負担金工事が終わらない（FIT

売電前の使用前自主検査完了に要する十分な期間が確保できない）リスクに対して、

事業者は連系地点まで独自に送電線敷設工事を実施せざるを得ない。 

したがい、由利本荘沖の北側と南側で、それぞれ異なる事業者が選定された場合、

ぞれぞれで連系地点まで独自に送電線敷設工事を実施する必要があり、用地交渉や

許認可手続きが輻輳することによる地元の混乱や、送電線の工事内容及び設備につ

いて回避可能な重複が生じかねない。港湾同様にこれらの輻輳・重複について国側

で調整を行う想定はあるか。 

そのような想定はございません。 

257 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

各年度の基金への出捐等の額、使途その他地域や漁業との協調・共生策の実施に必

要な事項については、選定事業者が協議会構成員に対し必要な協議をすること、と

記載あるが、協議会の中で、どのように決議されるのか（多数決なのか等の決議要

件）に就きご教示頂きたい。 

現時点では決議要件については未定です。 

258 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

基金の出捐等の規模については売電収入の 0.5%目安、各年度の出捐金額の額につい

ては必要な協議をするとあるが、協議の結果によっては年間の出捐金額が 0.5%以上

となる可能性もあるということか。 

仮に毎年の協議会との協議に合意できなかった場合、事業の中断を要求されるとい

った可能性はあるのか。 

「基金への出捐等の規模（総額）については、２０年間の売電収入と

見込まれる額の０．５％を目安」としているものであり、年間の出捐

金額は必ずしも一律になることは想定していません。 

なお、海洋再生可能エネルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライ

ンに記載のとおり、公募で選定された選定事業者は協議会の構成員と

なります。 
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259 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

「基金への出捐等の規模（総額）については、20 年間の売電収入と見込まれる額の

0.5％を目安とする。また、各年度の基金への出捐等の額、使途、その他地域や漁業

との協調・共生策の実施に必要な事項については、選定事業者が協議会構成員に対

して必要な協議をすることと」 と記載あるが、公募占用計画の資金計画の中で事

業者が記載した基金への出捐等の規模の「総額」に関し、事業期間終了までに、基金

への出捐等の総額の実績が、当初事業者が計画していた総額を結果として超えた金

額は事業者の負担となるのか御教示いただきたい。或いは、各年度の協議会構成員

との協議の際、公募占用計画提出時に事業者が計算した基金への出捐等の「総額」

が出捐金額の上限になるか、御教示いただきたい。 

具体的な基金への出捐金額など基金の運用詳細については事業者選

定後の協議会において議論し決定されるものと考えます。 

260 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

毎年の協議会との基金の出捐額の決め方は年間売電収入の 0.5%といったようなパー

センテージ（割合）で決めるのか、もしくは具体的な額面（例：年間売電収入の 0.5％

と見込まれる具体的な金額＝絶対値）で決定するのかどちらとなるのかご教示頂き

たい。 

仮に、事業者が公募占用計画上、基金への出捐等のパーセンテージを 0.5％で提案

し、且つ毎年の基金への出捐額はパーセンテージ（割合）で各年決まるとなった場

合、当該年の基金への出捐の割合は年間売電収入の 0.5％が上限となるのか、もしく

は各年割合は異なり、事業期間中の割合を平均して 0.5%を上限となるようにするの

か（例：0.7％となる年もあるが0.3％となる年もあり期間によっては出捐の額が0.5%

を上回る場合もあるのか）ご教示頂きたい。 

同上 

261 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

発電量は各年で変動するが、仮に毎年額面（具体的な金額）で協議会と基金の出捐

金額を決定する場合、売電収入が計画に達しなかった場合であっても、協議会と合

意した金額を支払う必要があるのか。或いは売電収入が計画を下回った場合には出

捐額も変更が出来るのか。また、計画値を上回った場合の取り扱いに就いても御教

示いただきたい。 

同上 

262 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

基金への出捐金額の上限は設けられるのか否か。公募占用計画に事業者が記載した

出捐金額を上回って支払うケースは有り得るのか、御教示頂きたい。 
同上 

263 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

公平性や地元との合意形成の観点からも、基金出捐スケジュールを示していただき

たい。事業者としても、協議会や漁業関係者の要望を最大限踏まえた提案を差し上

げるべく、基金の金額や時期について協議会より提示いただきたい。 

同上 

264 
賃貸借契約書

（案） 
全般 

秋田港の貸付料について、港湾区域の洋上風力案件の事業者との協議の状況につい

て情報提供いただけますか。 

- 港湾区域の洋上風力案件は「他の貸借人」に含まれるのか。 

- 秋田港賃貸量の按分に使われる出力 

- 港湾案件の契約期間 

港湾区域の洋上風力案件は「他の貸借人」に含まれます。賃貸借契約

の締結状況については、国土交通省港湾局 HP にて公表する予定です。 

265 
賃貸借契約書

（案） 
第 2条 

秋田県由利本荘市沖については、先行している秋田県港湾区域内のプロジェクトが、

「他の賃借人」になるという理解でよろしいでしょうか？ 
ご理解のとおりです。 
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＜千葉県銚子市沖＞ 

番号 該当箇所 質問 回答 

266 公募占用指針 第 2章（1） 
鹿島港外港公共埠頭の最大耐荷重はいくらか、不足する場合は事業者が対応するの

か。 
関東地方整備局港湾空港部まで問い合わせください。 

267 公募占用指針 第 3章（1） 

鹿島港の利用は建設時のみで維持管理港を別の港で検討した場合においては、建設

期間（例 4年）のみの賃貸借契約および貸付料（例 55 億円/20 年×4年＝11 億円）

でよいのか。 

利用形態・利用期間に関わらず公募占用指針に記載の貸付料の支払い

が必要です。 

268 公募占用指針 
別 添 2 

3.(2) 

公平性や地元との合意形成の観点からも、基金出捐スケジュールを示していただき

たい。事業者としても、協議会や漁業関係者の要望を最大限踏まえた提案を差し上

げるべく、基金の金額や時期について協議会より提示いただきたい。 

具体的な基金への出捐金額など基金の運用詳細については事業者選

定後の協議会において議論し決定されるものと考えます。 

269 公募占用指針 
別 添 2 

3.(3) 

12 月 23 日に開催された銚子沖案件に対する説明会の質疑にて、既存の洋上風力発

電設備への影響評価ならびに同風車保有事業者との調整は、事業者選定後で良いと

回答有った。提案段階において、協議会取りまとめ意見に基づき既存の洋上風力発

電設備への配慮は行うものの、同事業者との調整有無が評価へ影響を及ぼさないと

理解して良いか。 

ご理解のとおりです。 

270 公募占用指針 
別 添 2 

3.(3) 

協議会意見とりまとめに「既存の洋上風力発電設備へ影響が生じないよう評価や対

応を実施」とあるが、『既存の洋上風力発電設備が存続し続けること』が、提案事業

者同一の条件であることを明記頂きたい。例えば、当該発電設備を保有する事業者

と本公募参加者との間に資本関係、人的関係がある場合は、本公募参加者のみ先行

的な検討や撤去を想定した計画も可能である為、促進区域の活用条件に差が生じ公

平性に欠けると懸念する。 

協議会意見とりまとめを踏まえれば、促進区域内に既存の洋上風力発

電設備があることを前提とした公募となっていおります。 

271 様式集 様式 4-3 
保証金の内容が秋田県由利本荘市沖になっていますが、正しくは千葉県銚子市沖と

の理解です。 

ご指摘のとおり誤植ですので、正しい記載に修正の上ご活用願いま

す。 

272 その他  
構成員による説明会にて公表された基金使用用途・金額について、今後追加される

ことはあるのか。 

具体的な基金の運用方法は、事業者選定後の協議会において議論し決

定されるものと考えます。 

 


